
［垂□  

生後4か月までの全戸訪問事業・育児支援家庭訪問事業に係る  

ガイドラインの策定について  

1．趣旨  

今国会に提出している児童福祉法改正法案においては、生後4か月までの全戸訪   

問事業については乳児家庭全戸訪問事業、育児支援家庭訪問事業については養育支   

援訪問事業として位置づけることとしている。こうしたことを踏まえ、各事業の効   

果的な実施と全国的な普及を目指し、これらの事業の内容や子どもを守る地域ネッ   

トワーク（要保護児童対策地域協議会）との連携等について整理し、自治体が取り   

組むための具体的な刀イドラインを作成する。   

2．作成手順  

標記事業について、本会議でのご意見を踏まえたカイドライン素案を作成し、そ   

の後自治体の意見等も踏まえた上でガイドラインを作成する。   

3．スケジュール  

年  月  内  容   作  業   

H20年度  ガ  

イ  

上半期  
フ  

イ  
6月  ニノ  第1回有識者・実務者会議  

素  
案  

検討  

検  
7月  討  第2国有識者・実務者会議  

夏を目途に  

下半期   

に提示  

年内に2回程度   自治体意見を踏まえガイド  

有識者・実務者会議を開催  

ガ イ ピ っ イ   ン 検 討  



4．有識者・実務者会議メンバー  （50音順）  

氏  名   所  属 ・ 職  名   

一 條 浩   埼玉県中央児童相談所 副所長   

来生 奈巳子   国立看護大学校 准教授   

児玉 紀久子   習志野市 保健師   

笹井 康治   沼津市子育て支援課 課長補佐   

佐藤 拓代   東大阪市保健所 所長   

関岡 千津野   松山市子育て支援室 保育士   

中板 育美   国立保健医療科学院 公衆衛生看護部 主任研究官   

5．その他  

●事務局  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 総務課 虐待防止対策室  

JJ  母子保健課（オブザーバー）   



オレニノジt」ボンには  

子ども虐待を声力止する  

というメッ セ ージか1  

込められています。  

児童虐待防止対策について  

厚生労働省雇用均等t児童家庭局  

総務課 虐待防止対策室   



児童  対策として対応  

平成12年  

1  

平成16年  

1  

平成17年  

l  

平成19年  

†  

平成20年  

児童虐待防止法の制定（H12．11．20施行）  

・児童虐待の定義（身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待）・住民の通告義務  
・立入調査等における警察官の援助等  

＿＿凸  

児童虐待防止法・児童福祉法の改正（H16．10以降順次施行）  

・児童虐待の定義の見直し（同居人による虐待を放置すること等も対象）・通告義務の範囲の拡大（虐待を受けたと思  

われる場合も対象）・市町村の役割の明確化（相談対応の明確化し虐待通告先に追加）一要保護児童対策地域協議  

会の法定化・司法関与の強化（強制入所措置、保護者指導）  

＿＿凸  

市町村児童家庭相談援助指針の策定（H17．4）等  

・市町村児童家庭相談援助指針・要保護児童対策地域協議会設置・運営指針の策定等  

＿＿□＿  

児童相談所運営指針等の見直し（H19．1）  

・安全確認に関する基本ルールの設定（48時間以内が望ましい） ■虐待通告の受付の基本を徹底  

せようだい事例への対応を明確化 ■すべての在宅の虐待事例に関する定期的なフォロー  

・関係機関相互における情報共有の徹底（要保護児童対策地域協議会の運営強化）  

＿□＿  
児童虐待防止法・児童福祉法の改正（H19．6公布、H20．4施行）  

・児童の安全確認等のための立入調査等の強化、保護者に対する面会・通信等の制限の強化、保護者に対する指導に  
従わない場合の措置の明確化等  

一卜   



児童虐待の現状  

0 2006年度の児童虐待対応件数は約37，．000件  
⇒ 統計を取り始めた1990年度の約34倍  

○ 児童福祉施設入所児童数と充足率（在籍児童／定員）の増加   

⇒児童養護施設1996年 26，036人 → 2006年 30，764人  
79．5％ →  91．7％  

○ なぜ、増えるのか  
（1）家族・地域社会の変容 ⇒ 養育力の低下  

（2）「虐待」の認識の広がり（しつけ≠虐待）⇒ 虐待通告の増加  
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○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談件数は、児童虐待防止法施行前  
の平成11年度に比べ、平成18年度おいては3．2倍に増加。  

平成2年度   平成3年度  平成4年度   平成5年度   平成6年度  平成7年度  平成8年度   平成9年度  平成10年度   

（1．00）   （1．06）   （1．25）   （1．46）   （1．78）   （2．47）   （3．73）   （4，86）   （6．30）   

1，101   1．171   1，372   1．611   1，961   2，722   4．102   5，352   6，932   

平成11年度  平成12年度  平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  

（10．56）   （16．10）   （21．13）   （21．56）   （24．13）   （30．34）   （31．31）   （33．9亘）   

11．631   17，725   23，274   23．738   26．569   33，408   34，472   37，323   

（注）表中、上段（）内は、平成2年度を1とした指数（伸び率）である。  
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児童相談所における児童虐待相談対応件数（対前年度比較、都道府県別表）  

児童相談所対応  児童相談所対応件数  対前年度増   
減率   

対前年度  
増減率  17年度  18年度  対前年度増減  対前年度増減  17年度  18年度  

北海道   617   644   2フ   1．04  広島県   874   961   87   1．10   

青森県   293   332   39   1．13  山口県   197   304   毒07   1．54   

岩手県   277   303   26   1．09  徳島県   200   236   36   1．18   

宮城県  555  528  ▲ 2フ  0．95  香川県   400   420   20   1．05   

秋田県   133   186   53   1．40  愛媛県   311   258   ▲ 53   0．83   

山形県  130  129  ▲1  0．99  高知県   164   146   A18   0．89   

福島県   157   250   93   1．59  福岡県   864   842   ▲ 22   0．97   

茨城県   585   646   61   1．10  佐賀県   85   114   29   1，34   

栃木県   542   521   ▲ 21   0．96  長崎県   279   223   ▲ 56   0．80   

群馬県   472   581   109   1．23  熊本県   295   287   ▲ 8   0．97   

埼玉県   1，843   1．923   80   1．04  大分県  426  530  104  1．24   

千葉県   1，238   1，287   49   1．04  宮崎県   181   220   39   1．22   

東京都   3，146   3，265   仁19   1，04  鹿児島県   144   84   ▲60   0、58   

神奈川県   1，744   1，497   ▲2．47   0．86  沖縄県   451   364   ▲87   0．81   

新潟県   526   675   149   1．28  札幌市   245   310   65   1．27   

富山県   248   260   12   1．05  仙台市   369   319   ▲ 50   0．86   

石川県   211   129   ▲ 82   0．61  さいたま市   308   424   116   1．38   

福井県   163   242   79   1．48  千葉市   257   272   ！5   1．06   

山梨県   253   304   51   1．20  横浜市  1，231  1，395  164  1．13   
長野県   599   547   ▲ 52   0，91  川崎市   477   499   22   1．05   

岐阜県   470   479   9   1．02  静岡市   264   203   ▲61   0．77   

静岡県   504   613   109   1．22  名古屋市   603   850   247   1．41   

愛知県   800   821   21   1．03  京都市   365   548   183   1．50   

三重県   533   524   A9   0．98  大阪市   747   788   4て   1．05   

滋賀県   645   了09   64   1．10  堺市  400   400  

京都府   267   459   192   1．72  神戸市   221   261   40   1．18   

大阪府   3，885   3．195   ▲690   0．82  広島市   356   547   19！   1，54   

兵庫県   了62   1，080   318   1．42  北九州市   408   456   48   1．12   

奈良県   531   570   39   1．07  福岡市   302   425   i23   1．41   

和歌山県   293   316   23   1．08  横須賀市    226  226  

鳥取県   99   了5   ▲ 24   0．76  金沢市  122   122  

島根県   98   160   62   1．63  合 計   
34，472   37，323   2，851   1．08   

岡山県   829   1．039   210   1．25   
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児童虐待の内容別相談対応件数の推移  

○ 平成18年度においては、身体的虐待が41．2％で最も多く、次いでネグレクトが38．5％となっている。  

身体的虐待   ネグレクト   性的虐待   心理的虐待   総 数   

平成11年度   5，973（51．3％）   3，441（29．6％）   590（5．1％）   1，627（14．0％）  11，631（100．0％）   

平成12年度   8，87 6，318（35．6％）   754（4．3％）   1，776（10．0％）  17，725（100．0％）   

平成13年度   10，828（46．5％）   8，804（37．8％）   778（3．3％）   2，864（12．3％）  23，274（100．0％）   

平成14年度   10，932（46．1％）   8，940（37．7％）   820（3．5％）   3，046（12．8％）  23，738（100．0％）   
平成15年度   12，022（45．2％）  10，140（38．2％）   876（3．3％）   3，531（13．3％）  26，569（100．0％）   

平成16年度   14，881（44．6％）  12，263（36．7％）   1，048（3．1％）   5，216（15．6％）  33，408（100，0％）   

平成17年度   14，712（42．7％）  12，911（37．5％）   1，052（3．1％）   5，797（16．8％）  34，472（100．0％）   

平成18年度   15，364（41．2％）  14，365（38．5％）   1，180（3．2％）   6，414（17．2％）  37，323（100．0％）   
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主たる虐待者の推移  

○ 実母が62．8％と最も多く、次いで実父が22．0％となっている。  

実 父   実父以外の父   実 母   実母以外の母   そ の 他   総 数   

平成11年度  2，908（25．0％）   815（7．0％）   6，750（58．0％）   269（2．3％）   889（7．7％）   11，631（100．0％）   

平成12年度  4，205（23．7％）  1，194（6．7％）  10，833（61．1％）  311（1．8％）   1，182（6．7％）  17，725（100．0％）   

平成13年度  5，260（22．6％）  1，491（6．4％）  14，692（63，1％）  336（1．5％）   1，495（6．4％）  23，274（100．0％）   

平成14年度  5，329（22．5％）  1，597（6，7％）  15，014（63．2％）  369（1．6％）   1，429（6，0％）  23，738（100．0％）   

平成15年度  5，527（20．8％）  1，645（6．2％）  16，702（62．8％）  471（1．8％）   2，224（8．4％）  26，569（100．0％）   

平成16年度  6，969（20．9％）  2，130（6．4％）  20，864（62．4％）  499（1．5％）   2．946（8．8％）  33，408（100．0％）   

平成17年度  7，976（23、1％）  2，093（6．1％）  21，074（61．1％）  591（1．7％）   2，738（7．9％）  34，472（100．0％）   

平成18年度  8，220（22．0％）  2，414（6．5％）  23，442（62．8％）  655（1．8％）   2，592（6．9％）  37，323（100．0％）   

※ その他には、祖父母、伯父伯母等が含まれる。  

40▼000  

／  

35．000；  

10，000   

平成11年度  平成12年度  平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  
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虐待を受けた子どもの年齢構成の推移  
○ 小学生が38．8％と最も多く、次いで3歳から学齢前児童が25．0％、0歳から3歳未満が17．3％である。なお、小学校入学前の子ども  

の合計は、42．3％となっており、高い割合を占めている。  

0歳～3歳未満  3歳～学齢前児童  小 学 生   中 学 生   高校生・その他   総  数   

平成11年度   2，393（20．6％）  3，370（29二0％）  4，021（34．5％）  1，266（10．9％）   581（5．0％）  11，631（100．0％）   

平成12年度   3，522（19．9％）  5，147（29．0％）  6，235（35．2％）  1，957（11．0％）   864（4．9％）  17，725（100．0％）   

平成13年度   4，748（20．4％）  6，847（29．4％）  8，337（35．8％）  2，431（10．5％）   911（3．9％）  23，274（100．0％）   

平成14年度   4，940（20．8％）  6，928（29．2％）  8，380（35．3％）  2，495（10．5％）   995（4，2％）  23，738（100．0％）   

平成15年度   5，346（20．1％）  7，238（27．3％）  9，708（36．5％）  3，116（11．7％）  1，161（4．4％）  26，569（100．0％）   

平成16年度   6，479（19．4％）  8／776（26．3％）  12，483（37．4％）  4，187（12．5％）  1，483（4．4％）  33，408（100．0％）   

平成17年度   6，361（18．5％）  8，781（25．5％）  13，024（37．8％）  4，620（13．4％）  1，686（4．9％）  34，472（100．0％）   

平成18年度   6，449（17．3％）  9，334（25．0％）  14，467（38．8％）  5，201（13．9％）  1，872（5．0％）  37，323（100．0％）   

16，000  15，000  

4，000  10，000  

2，000  5，000  

0  0  

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度   
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児童虐待防止対策の現状（1）  

子どもを守る  

年  度   児童相談所数  
地域ネットワーク  虐待相談対応件数  

児童福祉司数  
（要保護児童対策地域議会）  （児童相談所）  

設置割合  

（か所）  （人）  （％）  （件）   

平成12年度   174（1．00）   1，313（1．00）  17，725（1．00）   

平成13年度   1了5（1．01）   1，480（1．13）   15．6％（1．00）   23，274（1．31）   

平成14年度   180（1．03）   1，627（1．24）   21．7％（1．39）   23，738（1．34）   

平成15年度   182（1，05）   1，733（1．32）   30．1％（1．93）   26，569（1．50）   

平成16年度   182（1．05）   1，813（1．38）   39．8％（2．55）   33，408（1．88）   

平成17年度   187（1．07）   1，989（1．51）   51．0％（3．27）   34，472（1．94）   

平成18年度   191（1．10）   2，139（1．63）   69．0％（4．42）   37，323（2．11）   

平成19年度   196（1．13）   2，263（1，了2）   84．1％（5．46）  

＊（）内は、平成12年度を1．00とした指数（伸び率）（なお、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）設置割合は、平成13年度を1，00とした指数（伸び率））  

＊子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）設置割合については、平成17年産までは6月1日現在、平成18年以降は4月1日現在  
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年  度   
強制入所措置のための家庭裁判所への  

虐待相談対応件数  
立ち入り件数  

一時保護件数  申立・承認件数  新規入所児童のうち、  

（委託も含む）  虐待を受けたことのあ  
（児童相談所）  請求件数   承認件数   入所定員（入所率）  る児童の割合  

（件）  （件）  （件）  （件）   （件）   （人）   （％）   

平成12年度   17，725 （1．00）   96 （1．00）   6，168 （1．00）   127   87   33，803（85．5％）   49．6％   

平成13年度   23，274 （1．31）   194 （2．02）   7，652（1．24）   134   99   33，660（88．0％）   53．4％   

平成14年度   23，738 （1．34）   184 （1．92）   8，369（1．36）   117   87   33，651（89．3％）   52．2％   

平成15年度   26，569 （1．50）   249 （2．59）   7，857 （1．27）   140   105   33，474（89．7％）   53．7％   

平成16年度   33，408 （1．88）   287 （2．99）   8．427 （1．37）   186   147   33，舶5（91．4％）   62．1％   

平成17年度   34，472（1．94）   243 （2．53）   9，043 （1．47）   176   147   33、676（91．5％）  

平成18年度  ＊2 37，323 （2．11）   238 （2．48）  10，221（1．66）   185   163  

＊1）（）内は、平成12年度を1．00とした指数（伸び率）  

＊2）なお、平成18年度に市町村が対応した相談対応件数は48，457件（その後、児童相談所が対応した事案は、児童相談所の件数にも計上されている。）  

＊3）児童養護施設の入所定員・入所率は10月1日現在。  
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地域における児童虐待防止のシステム  

○従来の児童虐待防止対策は、「児童相談所」のみで対応する仕組みであったが、平成16年の児童虐待防  

止法等の改正により、「市町村」も虐待通告の通告先となり、「市町村」「児童相談所」が二層構造で対応する  

仕組みとなっている。  

○現在、各市町村単位で、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の設置が進められて  

いるところ（平成19年4月1日現在、84．1％が設置）。  

相談一通告  

都 道 府 県  
福祉事務所  相言針通告  

相談・通告  
送致 舎支援等  

措置等  

Jート   
報告一等、  

児童 養護施設  

里親委託  

、  、 
、   

等  

『ゝ  

ヽ  

摩－ d声一 一♂ 句  

送致等  

幸一ー⇒ト  

支援等  
l
 
l
 
－
 
ヽ
 
 

保育所・幼稚園  

学校・教育委員会  

敬  察  

申立て・送致等  
送致・通告等  医療機関  

家庭裁判所  
保 健 所  

′  

子為を守る地域ネットワーク  
（要保護原動墜地域協議会）  

′  
〆  

〆  
d■■   

一■  

－10－  



児童相談所における児童虐待ケースヘの対応の手順  

○受理会議の開催  

・調査及び診断の  順則48時間以内の；家庭環境等を評価  
各種診断を基にケー  

方針、安全確認の時  安全確認の実施（子：・社会診断   

期や方法等の検討  

・所長、各部門の長、  

等により飽級坦に判  

・ケースの緊急性の  

○面会■通信の制限  

（きょうだいの場合  

（必要な場面で実施）  
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児童虐待に関する児童相談所と市町村等との連携等について  

P児童相談所と市町村等の連携の強化を図るとともに、児童虐待対応に関する都道府県児童福祉   
主管部局の関与を強化することにより、迅速かつ確実な立入調査・一時保護の実施を確保。  

通知  

（立入調査・一時保護の  

一・ 川・■  

報告  

（立入調査・一時  

保護の実施状況  

について）   

都道府県  

（児童福祉主管部局）  

子どもを守る地域ネットワーク  

（要保護児童対策地域協議会）  

通知  

（育児支援家庭訪問事業等  
の活用について）  

・進行管理台帳作成  

・3ケ月に1度程度チェック  

児童相談所  
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市町村における児童家庭相談体制の状況（都道府県別）  

○ 子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）又は虐待防止ネットワークの都道府県別設置状況  

設置済み  都道府県数   
市町村の割合  （構成比）   

100％   
13  

（27．6％）   

80％～99％   
18  

（38．3％）   

60％へ′79％   
14  

（29．8％）   

40％～59％   
2  

（4．3％）   

20％～39％   
0  

（0．0％）   

0％～19％   
0  

（0．0％）  

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

北 海 道  118   65．6％   36   20．0％   154  85．6％   

青 森 県  24   60．0％   4   10．0％   28   70．0％   

岩 手 県  33   94．3％   2   5．7％   35   100．0％   

宮 城 県  23   63．9％   30．6％   34   94．4％   

秋 田 県  16   64．0％   4．0％   68．0％   

山 形 県  15   42．9％   19   54．3％   34   97．1％   

福 島 県  25   41．7％   19   31．7％   44   73．3％   

茨 城 県  35   79．5％   3   6．8％   38   86．4％   

栃 木 県  30   96．8％   0   0．0％   30   96．8％   

群 馬 県  13   34．2％   28．9％   24   63．2％   

埼 玉 県  65   92．9％   5   7．1％   70   100．0％   

千 葉 県  30   53．6％   24   42．9％   54   96．4％   

東 京都  39   62．9％   9   14．5％   48   77．4％   

神奈川県  32   97．0％   3．0％   33   100．0％   

新 潟 県  16   45．7％   9   25．7％   25   71．4％   

富 山 県  12   80．0％   0   0．0％   12   80．0％   

石 川 県  19   100．0％   0   0．0％   19   100．0％   

福 井 県  13   76．5％   4   23．5％   17   100．0％   

山 梨 県  24   85．7％   3   10．7％   27   96．4％   

長 野 県  36   44．4％   13   16．0％   49   60．5％   

岐 阜 県  42   100．0％   0   0．0％   42   100，0％   

静 岡 県  19   45．2％   19   45．2％   38   90．5％   

愛 知 県  62   98．4％   1．6％   63   100．0％   

三 重 県  23   79．3％   6   20．7％   29   100．0％   

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

滋 賀 県   42．3％   15  57．7％   26  100．0％   

京都府   5  19．2％   13  50．0％   18  69．2％   

大 阪府   40  93．0％   2   4．7％   42  97．7％   

兵 庫 県   39  95．1％   2   4．9％   41  100．0％   

奈 良 県   19  48．7％   9  23．1％   28  71．8％   

和歌山県   18  60．0％   5  16．7％   23  76．7％   

鳥 取 県   15  78．9％   4  21．1％   19  100．0％   

島 根 県   20  95．2％   4．8％   21  100．0％   

岡 山 県   21  77．8％   3  11．1％   24  88．9％   

広 島 県   19  82．6％   3  13．0％   22  95．7％   

山 口 県   18  81．8％   0   0．0％   18  81．8％   

徳 島 県   16  66．7％   6  25．0％   22  91．7％   

香 川 県   41．2％   41．2％   14  82．4％   

愛 媛 県   15  75．0％   5．0％   16  80．0％   

高 知 県   12  34．3％   31．4％   23  65．7％   

福 岡 県   25  37．9％   13  19．7％   38  57．6％   

佐 賀 県   47．8％   4  17．4％   15  65．2％   

長 崎 県   16  69．6％   6  26．1％   22  95．7％   

熊 本 県   33  68．8％   14  29．2％   47  97．9％   

大 分 県   16  88．9％   2  11．1％   18  100．0％   

宮 崎 県   15  50．0％   2   6．7％   17  56．7％   

鹿児島県   22  44．9％   9  18．4％   31  63．3％   

沖 縄 県   16  39．0％   26．8％   27  65．9％   

全   国  1，193  65．3％   343  18．8％  1，536  84．1％   

※ 平成19年4月1日現在   

ー13－  



ー14－   



ー15－   



－16－   



提言3 アセスメントに関する課題  

○ 児童相談所は、下記のような状況がある場合には、子どもの生命のリスクが極めて高いことを認識し、アセス   
メントを行った上で対応することを徹底すべき。   

・保護者自ら「子どもを預かって欲しい」などの訴えがある場合   

・「子どもの首を絞めてしまった」などの内容が含まれる場合   

・それまで支援を求めていた保護者が一転して支援を拒否するなどの変化が見られた場合   

○ 児童相談所は、家族全体のアセスメントを実施すること、及び虐待が疑われるケースについてきょうだいの安全  

確認を行うことを徹底すべき。  

提言4 虐待者への対応に関する課題  

○ 児童相談所は、虐待対応において虐待者本人への介入及び支援なしに状況の改善はあり得ないことを十分  

認識し、虐待通告・相談があった場合、必ず虐待者本人との面接を行った上で指導及び援助を実施するよう周知  
徹底すべき。  

提言5 施設入所措置解除後の対応に関する課題  

○ 例えば、生後すぐから長期間施設に入所している子どもを措置解除するに当たっては、下記を行うことを条件と  
すべき。  

・保護者の養育能力についてアセスメントを行うこと  

・親子の愛着形成のための長期的支援を検討すること  

・子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の対象ケースとすること  

■措置解除の前に支援体制を整えた上で一時帰宅を実施すること  
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平成18年1月～平成18年12月までの死亡事例（心中以外61人）における属性  

年齢  0  2   3   4   5   6才  合計   

4か月  

未満   
以上  

人数   20   7   5   13   7   2   7   61   

割合（％）   32．8   18．0   11．5   8．2   21．3  11．5   3．3   11．5   100．0   

主たる加害者  虐待の種類  

身体的虐待  ネグレクト   不明   合計   

人数   35   23   3   61   

割合（％）   57．4   37．7   4，9   100．0  

実母   実父   養父等＊   その他   合計   

人数   29   5   6   21   61   

割合（％）   47．5   8．2   9．8   34．4   100．0   

★継父、母の交際相手  

実父母   一人親・未婚   内縁関係   子連れの再婚   養父母   その他   合計   

事例数   24   13   7   2   5   52   

割合（％）   46．2   25．0   13．5   3．8   1．9   9．6   ノ100．0   

地域社会との接触  

ほとんどない   乏しい   普通   活発   不明   合計   

事例数   8   7   0   26   52   

割合（％）   42．3   30．8   26．9   0．0   50．0   100．0   
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いま、何をすべきか  

○ 発生予防  

⇒ 虐待に至る前に防ぐ（気になるレベルで迅速に対応）、育児の孤立化の防止が重要   

・生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）   

・集いの場（地域子育て支援拠点）をつくる  

○ 早期発見・早期対応   

⇒ 後手にまわれば虐待死のおそれ、  
早期介入は虐待による子どもへの悪影響を回避   

・抱え込まずに早く知らせる（通告）   

・自治体（児童相談所）が迅速に動く（立入調査・一時保護）  

○ 子どもの保護や支援、そして保護者の支援   

⇒ 親子分離した後の子どものケア、親子再統合に向けた保護者への支援   
・家庭的な養育環境   

・施設での適切なケア   

・自立の支援  
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生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）【実施主体＝市区町村】   



平成19年度「生後4か月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」都道府県別実施状況  

生後4か月までの全戸訪問事業  
育児支援家庭訪問事業  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちゃん事業）  （こんにちは赤ちゃん事業）  

育児支援家庭訪問事業  

実施市区町村数   実施率   実施市区町村数   実施率  実施市区町村敷   実施率   実施市区町村数   実施率   

北 海 道   103   57．2％   70   3臥9％   滋 賀 県   18   69．2％   13   50．0％   

青 森 県   19   47．5％   27、5％   京 都 府   16   61．5％   14   53．8％   

岩 手 県   30   85．7％   20   57．1％   大 阪 府   18   41．9％   31   72．1％   

宮 城 県   35   97．2％   31   86．1％   兵 庫 県   28   68．3％   23   56．1％   

秋 田 県   13   52．0％   4   16．0％   奈 良 県   16   41．0％   15   38．5％   

山 形 県   28   80．0％   20   57．1％   和歌山県   10   33．3％   6   20．0％   

福 島 県   26   43．3％   14   23．3％   鳥 取 県   15   了8．9％   3   15．8％   

茨 城 県   24   54，5％   20   45．5％   島 根 県   17   81．0％   52．4％   

栃 木 県   18   58，1％   17   54．8％   岡 山 県   17   63．0％   16   59．3％   

群 馬 県   26   68．4％   15   39．5％   広 島 県   18   7臥3％   47．8％   

埼 玉 県   27   3臥6％   25   35．7％   山 口 県   14   63．6％   10   45．5％   

千 葉 県   27   48．2％   15   26．8％   徳 島 県   12   50．0％   9   37．5％   

東 京 都   27   43．5％   42   67．7％   香 川 県   10   58．8％   6   35．3％   

神奈川 県   12   36．4％   15   45．5％   愛 媛 県   7   35．0％   ′   5   25．0％   

新 潟 県   25   16   71．4％  45．7％   高 知 県   19   54．3％   31．4％   

富 山 県   73．3％   4   26．7％   福 岡 県   31   47．0％   31   47．0％   

石 川 県   19   100．0％   19   100．0％   佐 賀 県   19   82．6％   8   34．8％   

福 井 県   14   82．4％   6   35．3％   長 崎 県   21   91．3％   16   69．6％   

山 梨 県   20   71．4％   19   67．9％   熊 本 県   29   60．4％   13   27．1％   

長 野 県   47   58．0％   28   34．6％   大 分 県   61．1％   9   50．0％   

岐 阜 県   21   50．0％   15   35．7％   宮 崎 県   10   33．3％   5   16．7％   

静 岡 県   30   71．4％   18   42．9％   鹿児島県   23   46．9％   10   20．4％   

愛 知 県   29   46．0％   35   55．6％   沖 縄 県   33   80．5％   17   41．5％   

三 重 県   20   69．0％   12   41．4％   全国平均   1，063   58，2％   784   42．9％  

平成18年度  451   24．6％   

※ 各都道府県には政令指定都市一中核市を含む。  

※ 平成19年度次世代育成支援対策交付金内示ベース  

一22－   



子どもを守る地域ネットワークについて（要保護児童対策地域協議会）  

果たすべき機能  

要保護児童の早期発見や適切な保護を図るためには、  

・関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、  

・適切な連携の下で対応していくことが重要  

であり、市町村（場合によっては都道府県）が、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）  
を設置し、  

① 関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化すると   

ともに、  

② 個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要  
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子どもを守る地域ネットワーク  

ネットワークが機能すると・・・  機能していない自治体の場合  

保育園・幼稚園の園長さんとのやりとり  「気になるケース」は、市町村の協  
議会の実務者会議などで検討  

Q「園で虐待ケースを経験したことは？」  

A まったくない！  ・来月の3歳児健診の際に、保健師   
が声をかけてみようか。  

Q「風呂に入っていないとか、朝ご飯   
を食べてこないといったケースは？」  

A 結構ある。  
・末受診ならば、保健師が訪問する   

ことにしてはどうか？  

Q「そんなケースはどうするの？」  

A ご飯を食べさせたり、保護者に注意   
したり・・・ 。 でも、これ＜らいでは   
児童相談所に相談しても相手にしても   

らえないし・・・ 。  

・生活保護のケースワーカーと相談   

してみようか。  

など   
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子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の運営のイメージ  

○協議事項や地域の実情に応じて会議を設定し、効果的な情報交換、意見交換を進める。  

実際に活動する実務者から構成される会議であり、会議における協議事項としては例えば次のようなものが考えられる。  
① 定例的な情報交換や、個別ケース検討会議で課題となった点の更なる検討   

② 定期的に（例えば3か月に1度）、全ての虐待ケースについての状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見直し等を実施  
③ 要保護児童対策を推進するための啓発活動  

④ 協議会の年間活動方針の策定、代表者会議への報告  

※ 協議会は、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。  

※ この協力要請は、協議会の構成員以外の関係機関等に対して行うことも可能。  
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【子どもを守る地域ネットワークの機能強化】   

■子どもを守る地域ネットワ「ク機能強化事業【新規】  

【児童相談所等の機能強化】  

・児童相談所による障害児施設への一時委託保護が可能に【新規】  

【一時保護施設等の充実】  

・一時保護施設等の環境改善（一時保護施設等緊急整備計画）  

【子どもの心の問題等への対応】  

・子どもの心の診療拠点病院の整備【新規】  

早期発見・早期対応   

体制の充実  

【里親制度の拡充】   

・里親支援機関による里親の支援【新規】   

・里親手当・専門里親手当の改善、里親受託支度費の改善  
【児童福祉施設の支援甲充実】   

リ」＼規模グループケア   

・児童養護施設への看護師の配置【新規】  

【施設退所者等への支援の充実】  

・地域生活支援事業（モデル事業）【新規】  

・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）、身元保証人確保対策事業  

自立に向けた  

保護・支援対策の充実  

（社会的養護体制の拡充）  
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【次世代育成支援対策交付金】  

【現 状】  

○ 子ども・子育て応援プランに基づき、平成21年度までに「子どもを守る地域ネットワーク」の全市町村への設置を推進中  
⇒ 84．1％の市町村で設置（平成19年4月1日現在。虐待防止ネットワークを含む。）  

○ 調整機関への専門職員（コーディネーター）の配置促進が課題  

⇒ 児童福祉司と同様の資格を有する者の配置は、10．9％（平成19年4か調整機関担当職員の状況）  

子どもを守る地域ネットワークの機能強化  
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地域ネットワークと訪問事業との連携強化（イメージ）  

育児支援  

家庭訪問事業  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちゃん事業）  

要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）  
訪問内容  

訪問内容  
子育て支援の情報提供  

母親の不安や悩みに耳  

を傾ける  

養育環境の把握  

保護者の育児、家事等  
養育能力を向上させる  

ための支援  

ケ
ー
ス
対
応
会
議
 
 

調整機関  

（育児支援家庭訪問事業  

中核機開）  

進行管理  

訪問者  
訪問者  

保健師・助産師・看護師、保育  
士、  
愛育班員、母子保健推進員、  
児童委員、子育て経験者等に  
ついて、人材発掘・研修を行い、  

幅広く登用   

保健師・助産師・看護  

師・保育士等   

その他の支援  

（児童相談所による対応等）   
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母子保健法に基づく訪問事業  
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児童虐待防止法及廿児童福祉法の一部改正法の概要  

児童の安全  のための立入調査等の強化  1
一
〇
〇
〇
 
 

児童相談所等の安全確認措置の義務化  
解錠等を伴う立入調査を可能とする新制度の創設  

立入調査を拒否した者に対する罰金額の引上げ（30万円→50万円以下）  

2 保護者に対する面会・通借等の制限の強化  
○ 児童相談所長等による保護者に対する面会・通信制限の対象の拡大   

※裁判所の承認を得た上での強制的な施設入所措置以外に、一時保護及び保護者の同意による施設入所  
の間も制限可能に  

○ 都道府県知事による保護者に対する接近禁止命令制度の創設（命令違反には罰則）   

※ 裁判所の承認を得て強制的な施設入所措置を行った場合で特に必要があるとき、都道府県知事は、保護  
者に対し、児童へのつきまといや児童の居場所付近でのはいかいの禁止命令をできる制度を創設。   

旦」掛 確化   

※ 保護者が指導に従わない場合、一時保護、施設入所措置等の措置を講ずることを明確化  

皐その他  
○ 国及び地方公共団体による重大な児童虐待事例の分析  

○ 地方公共団体による子どもを守る地域ネットワーク（要保   

など  

幸甚  
口又  

責   務の規定  

児童対策地域協議会）設置の努力義務化  
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児童の安全確認・保護のプロセス  

は新たな制度  

：            家        庭  

壇  

■ ■ ■1■  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ll■ ● ■    ■ ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ＝ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  

警察の援助   
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面会等の制限等について  
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社会的養護の現状について  

資料：福祉行政報告例［平成18年度末現在］  

乳児院   児童養護施設   情緒障害児  児童自立支援   自立揺肋  

短期治療施設  施設  ホ⊥ム   

乳児（保健上、安定し  保護者のない児童、虐  軽度の情緒障害を有  不良行為をなし、又   義務教育を終了した  

た生活環境の確保そ  待されている児童その  する児童   はなすおそれのある  児童であって、児童  対象児童  
の他の理由により特   他環境上養護を要す  児童及び家庭環境そ  養護施設等を退所し  

に必要のある場合に   る児童（安定した生活  の他の環境上の理由  た児童等  

は、幼児を含む。）   環境の確保その他の  により生活指導等を  

理由により特に必要の  要する児童   

ある場合には、乳児を  

含む。）  

施設数   120か所   559か所   31か所   58か所   46か所   

（公立・私立）   
（15か所・105か所）   （53か所・ （12か所・19か所）   （56か所・2か所）   

児童定見   3，707人   33，561人   1，486人   4，101人   336人  

児童現員   3，143人   30，764人   1，131人   1，836人   236人   

資料：社会福祉施設等調査報告［平成18年10月1日現在】  

自立援助ホームは連絡協議会調［平成19年12月1日現在］  

（12月1日現在協議会に加入しているホームについて）  小規模グループケア   322カ所   

地域小規模児童♯ま施倭   118カ所  

資料：小規模グループケア、地域小規模児童養護施設は家庭福祉課調［平成18年度］  
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社会的養護専門委貴会報告書（ポイント）  

社会的養護を必要とする子どもの増加、虐待等子どもの抱える背景の多様化・複雑化  

に応じた  

（1）家庭的養護の拡充   

① 里親制度の拡充  

○ 里親委託を促進するための制度的な枠組みを整備  

・「養育里親」と「養子縁組里親」の区別  

・里親認定登録制度の見直し、里親研修の義務化等  

・里親手当について里親による養育を社会的に評価する額への引上げ  

○ 里親支援の強化及び里親支援機関の創設   

②小規模グループ形態の住居における新たな養育制度の創設  

○ 小規模グループ形態の住居における養育を里親、施設と並ぶ子どもの養育の委託先として位置付け  

・同事業を社会福祉事業とし、一定の要件を課す   

③施設におけるケア単位の小規模化等家庭的養護の推進  
○（2）の検討と併せて検討  

（2）施設機能の見直し   

○ 子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施設類型のあり方を見直しするとともに人員配置基   

準や措置真の算定基準の見直し等を含めてケアの改善に向けた方策を検討。  

このような見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行われている   

ケアの現状を詳細に調査・分析することが必要。   

○ 上記と並行して施設における専門機能の強化や自立支援策の強化を実施  

ネットワー  立  

（1）児童相談所のアセスメント機能の強化   

○ 児童相談所等の体制強化、一時保護から措置解除までの各段階における必要な事項の標準化の実施  

（2）家庭支援機能の強化   

○ 児童家庭支援センターにおける施設附置要件の見直し、生後4か月までの全戸訪問事業や育児支援家庭   

訪問事業の推進、要保護児童対策地域協議会の調整機関への一定の専門性を有する者の配置など  
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助ホームの  

○ 年長児童の自立支援のための取組の拡充   
・自立生活援助事業（自立援助ホーム）の見直しによる自立支援の強化・充実   

・施設を退所した子ども等に対する相談等を行う拠点事業の創設  

のための  

○ 職員及びその専門性を確保するため以下の施策の検討   

（1）施設長・施設職員の要件の明確化   

（2）基幹的職員（スーパー／くイザー）の配置、養成のあり方  
・自立支援計画等の作成t進行管理、職員の指導等を行う基幹的職員の配置を義務付け等   

（3）国及び都道府県の研修体制の拡充  
・都道府県が人材育成を計画的に進めるための仕組みの導入  

■ 国による人材育成に関する指針の作成、研修体制の拡充等  

された子ど  化とケアの  のための  

○ 施設内虐待の防止等子どもの権利擁護の強化に関する以下の施策の検討   

（1）措置された子どもの権利擁護を図るための体制整備  
・都道府県児童福祉審議会の調査審議事項として措置された子どもの権利擁護に関する事項の明確化等   

（2）監査体制の強化等ケアの質の向上のための取組の拡充   

（3）施設内虐待等に対する対応  

■ 施設内虐待が起こった場合に外部へ知らせる仕組み（子どもの届出、職員の通告義務）  

・通告した職員等の保護（届出をした子ども■通告した職員に関する都道府県等の秘密保持、不利益取扱いの禁止）  

・届出、通告があった場合の都道府県が講じるべき措置の明確化（子どもの保護、施設等に対する立入調査、質問、勧告、指導、業務  

停止等の処分等）  

・施設内虐待に関する検証・調査研究、公表  

○要保護児童に対し適切な支援を行い得るような社会的養護の提供量を確保するという観点から、都道府県において計画   
的にその整備を行う仕組みの構築の検討  
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児童福祉法等の一部を改正する法律案の主な内容  
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鮎里親制度の改正（平成21年1月施行）  

○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親制度を見直  
す。   

○ 都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすものに委託でき  
ることとする。   

㈹月施行）   
○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の要件等事  

業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。   （3）欄  
○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、   
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。   

甘 児旦旦 L年長＿重＿支援羞辺見直L＿（平成≧ユ室生月施往ユ   

○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の児童のほ  
か、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。   

く5）施設内虐 待の防止（平成21年4月施行）   

○ 児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審議会等が講  
ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。  

仙■山 

～〆い仙■■■ル 

ヘへぃ㍉小ぺ 

㌦‥■什ル■■仙  

牒月）施行）  
談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。  
庭支援センターについて、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。  
県における里親や児童養護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。  
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3 次世代育成支援対策推進法の一部改正①（地域における取組の促進）  

（1）国による参酌標準の提示（公布から起算して6月以内に施彿  

○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して参考  
とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  

2）地域行動計画の策定等に対する労使の参画（公布から起算して6月以内施彿  
○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させるよう努め   

るものとする。  

3）地域行動 計画の定期的な評価・見直し（平成22年4月施彿  

○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画l羊基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努めるも   

のとする。  

4 次世代育成支援対策推進法の一部改正②（一般事業主による取組の促進）  

1）・一般事業 画の策定・届出義務の対象の拡大（平成23年4月施鞘  

○ 中小事業主のうち一定規模以上（100人超）の事業主について、行動計画を策定一届け出なければならないものとする。  

Z）・一般事業 主行動計画の公表・周知（平成21年4月施鞘  

○ 行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画の公表及び従業員への周知を義務づけるとともに、   

行動計画の策定・届出が努力義務の事業主についても、同様の努力義務を設ける。  
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子育て支援事業の定義規定のイメージ  
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子育て支援事業の事業開始・指導監督 の仕組みのイメージ  

※ このほか、第2種社会福祉事業として位置  訪
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事業・養育支援家訪問事業・地域子育て支援  

拠点事業・一時預かり事業）については、①寄付金の募集に際しての許可制度、②サービス利用者に対する情報提供努力  

義務、③利用申込み時の契約内容等の説明の努力義務、④自己評価等の質の向上の努力義務、⑤誇大広告の禁止等の  

社会福祉法の規定のほか、⑥消費税等の非課税措置の対象となる。  
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ロ まずは身近な自分の子育てを振り返ってみてほしい  

□ もし、子育てに悩んでいる人がいたら、ひとりで抱え込まずに相談してほしい  
□ もし、虐待で苦しんでいる子どもたちがいたら、がまんしないで打ち明けてほしい  
口 自分の周囲で虐待が疑われる事実を知ったときは、躊躇なく通報してほしい  
□ 虐待を受けた子どもたちの自立に向けた支援の輪に加わってほしい（寄付でも、ボランティア   

でも）  

ロ もし、可能なら、虐待を受けた子どもたちのための親代わり（里親）になってみてほしい  
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資料3  
生後4か月までの全戸訪問事業に係る論点及び今後の方向性について  

平成20年度  論点及び今後の方向性（案）  

次世代育成支援対策交付金要綱（案）  

生後4か月までの全戸訪問事業（こんにち  

は赤ちゃん事業）   

（方向性）  

○ 児童福祉法改正案においては「乳児家庭全戸訪問事業」として位置づけられてい  

る一方、市町村等の現場においては、「こんにちは赤ちゃん事業」の名称が浸透し  
ていることから、平成21年度より、名称を「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは  
赤ちゃん事業）」に変更してはどうか。   

① 事業内容   すべての乳児がいる家庭を訪問し、様々  

な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する  

情報提供等を行うとともに、親子の心身の  

状況や養育環境等の把握や助言を行い、支  

接が必要な家庭に対しては適切なサービス  

提供に結びつけることを目的とする事業。  

ア 対象者   生後4か月までの乳児のいるすべての家庭  2 対象者  

（方向性）  

（1）対象から除外する者  

○ 生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問することが原則であるが、以下  
の場合には、訪問する対象としないこととしてはどうか。く市町村独自に対象とす  
ることはあり得る）  

① 養育支援訪問事業の実施により、既に情報提供や養育環境の把握ができている  
場合  

② 訪問を働きかけたにもかかわらず拒否された場合  

③ 卓の入院や長期の里帰り出産等により生後4か月までには当該市町村の住居に  
子がいないと見込まれる場合（要綱のイに定めるところにより、生後5か月まで  

に訪問する見込みがある場合を除く）   
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○ 上記（a、③の場合について、その後の対応のあり方等について示すこととしては  

どうか。   

イ 訪問の時期  対象乳児が生後4か月を迎えるまでの間に  

1回訪問することを原則とする。  

ただし、生後4か月までの間に、健康診査   

等により親子の状況が確認できており、対  O 「生後4か月を迎えるまで」との時期や当該期間経過後の取扱いについては、現  
象家庭の都合等により生後4か月を経過し  行どおりの取扱いとしてはどうか。   

て訪問せざるを得ない場合は対象とする。  

この場合も、少なくとも経過後1か月以内  
に訪問することが望ましい。  

ウ 訪問者   訪問者については、特に資格要件は問わな  

い。  

保健師、助産師、看護師の他、保育士、母   

子保健推進員、愛育班員、児童委員、母親  ○ 訪問者については、現行どおりの取扱いとしてはどうか。（研修のあり方につい  
クラブ、子育て経験者等から幅広く人材を  ては後述。）   

発掘し、訪問者として登用して差し支えな  

い。ただし、訪問に先立って、訪問の目的  
や内容、留意事項等について必要な研修（講  

習）を行うものとする。  

② 実施内容  ア育児に関する不安や悩みの聴取、相談  

イ子育て支援に関する情報提供  
ウ要支援家庭に対する提供サービスの検   

討、関係機関との連絡調整   ○ 実施内容として、養育環境の把握を明確に位置づけることとしてはどうか。   

（診実施に当た  

っての留意事項   

ア出生届や母子健康手帳交付等の境会を   

活用して、本事業の周知を図るとともに  ○ 改正法案により、市町村が事務を委託する場合における委託先の従事者への守秘  

事前に訪問日時の同意を得るよう、訪問   義務が創設されることも踏まえ、守秘義務徹底のための対応について整理してはど  

を受けやすい環境づくりを進めること。   うか。   
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イ 訪問者が市町村職員以外の者の場合に  ○ 左記力・キについては、支援の必要性の判断や対応方針決定のプロセスとしてま  

は、訪問活動によって知り得た情報につ  とめて示すこととしてはどうか。  

いては、守秘義務を課し、個人情報の保  

護に万全を期すこと。  ○ 養育環境の把握のポイント等について示すこととしてはどうか。   

ウ訪問の際は、身分証を提示するなどし  

て市町村からの訪問者であることを明確  

にすること。  

エ訪問の際は、親子の状態を最優先に考  

慮しながら話を進めるとともに、受動的  

な対応を心がけること。母親の体調の状  

況等によっては再訪問も考慮すること。  

オ訪問の際は、地域子育て支援拠点事業  

の実施場所一覧表を持参するなど、子育  

て親子が必要とする身近な地域での様々  

な子育て支援に関する情報を提供するこ  

と。  

力訪問結果については、あらかじめ市町  

村で定めた書式に基づき、市町村の担当  

部署に報告すること。  

キ市町村の保健師等専門職が訪問結果に  

ついてアセスメントし、支援が必要な家  

庭か否かを判断すること。  

④ 研修（講習）  必要な研修（講習）については、各地域の  

実情に応じて実施するものとし、実施に当  

たっては、③の留意事項を踏まえるととも   

に、家庭訪問の同行や援助場面を想定した  ○ 訪問者の質を確保するためにも、訪問者の研修プログラム等を示すこととしては  

実技指導（ロールプレーイング等）などを  どうか。   

組み込み、訪問の内容及び質が一定に保て  

るよう努めること。  

⑤ケース対応  

会議   必要に応じて、個別ケースごとに具体的な   
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サービスの種類や内容等について、訪問者、  （方向性）  

市町村担当者、医療関係者等によるケース  ○ 個別ケースについて、次のように支援の必要性の判断や対応方針決定を行う旨明  

対応会議を開催し、その結果を踏まえ育児   確化してはどうか。  

支援家庭訪問事業等による支援やその他の   （か 訪問者は、訪問結果についてあらかじめ市町村で定めた書式に基づき、市町  
支援に適切に結びつけることとすること。   村の担当部暑に報告  

② 市町村の保健師等専門職が、訪問者からの報告等に基づき、支援が必要な家  

庭か否かを判断。  

③ 支援が必要な家庭について、訪問者、市町村における母子保健担当者、児童  

福祉担当者、要保護児童対策調整機関の職員等によるケース対応会議を開催し、  

具体的な支援の内容等を協議。なお、同ケース対応会議においては、必要に応  

じて、支援が特に必要かどうかについても協議を行う。  

④ ケース対応会議の結果、要保護児童対策地域協議会における支援内容の協議  
が等が特に必要と判断されたケースについては、ケースを調整機関に送致し、  
協議会において支援内容等を協議。  

○ 産後うつ等の精神疾患については、非医療職が訪問する場合など養育環境の把握  
等のあり方について特に整理することとしてはどうか。   

⑥新生児訪問  
指導等との関係   

において、これらの訪問指導等を活用して   

本事業の実施を検討する場合、本事業の②  ○ 母子保健法に基づく妊産婦訪問、新生児訪問、保健指導（保健所を設置する市・  
の内容を満たす場合は、本事業として取り   特別区においては未熟児訪問を含む。）等との関係については、改正法案において、  
扱って差し支えないこと。   市町村は母子保健法に基づく指導と併せて全戸訪問事業を行うことができるとされ  

ていることからも、現行どおりの取扱いとしてはどうか。   

保健指導等  全戸訪問事業  

子育て支援に関する情報提供や必要なサー  

ビスにつなげるための養育環境の把握   

⑦ 実施計画  本事業は、生後4か月までの乳児のいるす  
ベての家庭を訪問することを目的としてい   
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るが、事業を開始した年度内にこうした目  （方向性）  

的を達成できる休制整備が困難な場合も想  

定されることから、段階的に実施すること  

も認められるものとする。この場合にあっ  

ては、カバー率（対象家庭に対する訪問実  

績）100％に向けた実施計画を作成する  
こととし、その計画期間は平成21年度ま  

でとする。  

なお、作成に当たっては、既に実施してい  

る新生児訪問指導や独自の訪問活動の役割  

分担や活用策について検討し実効的な計画  

とすること。   

11 委託先の要件  

（方向性）  

○ 委託先については、適切な訪問者の配置、個人情報保護や訪問結果に基づく対応  

方針決定等の体制の観点から、要件を検討することとしてはどうか。  

○ 地域子育て支援拠点への全戸訪問事業の委託を進めることもあり得るが、母子保  
健との関係性も踏まえつつ、こうした方向性も検討してはどうか。   
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［室亘］  

育児支援家庭訪問事業に係る論点及び今後の方向性について  

次世代育成支援対策交付金要綱   論点及び今後の方向性（案）   

名称   育児支援家庭訪問事業   1 名称  

（方向性）  

○ 児童福祉法改正案においては「養育支援訪問事業」として位置づけられているこ  

とから、平成21年度より名称を「養育支援訪問事業」に変更してはどうか。   

中核機関   この事業の中核となる機関（中核機関）  

を定める。   

（方向性）  

○ 基本的には中核機関と調整機関を同一機関が担うことを想定しているが、それぞ  

れの役割については、以下の方向で整理することとしてはどうか。  

・ 中核機関は、養育支援訪問事業のケース進行管理や当該事業に係る他の支援と  

の連絡調整を実施  

・ 調整機関は、中核機関が必要と判断した場合、会議を開催して支援の必要性や  

支援内容を協議し、その結果を中核機関に伝達   

事業内容   市町村の中核機関において、関係機関等  

からの情報収集等により把握した養育支援  

の必要性があると判断した家庭に対し、子   

育て経験者等による育児・家事の援助又は  ○ 今後は、養育支援訪問事業が、  

保健師等による具体的な育児支援に関する   ① 支援が特に必要である者を対象とするものであること  

技術的援助を訪問により実施する事業。   ② 密度の濃いサービスを実施するものであること  

③ 利用者に積極的アプローチを行うものであり、利用者と協働して行う生活支  

援・精神支援サービスに重きを置く事業であること（専門家が上の立場から指  

導するにとどまらない）   
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④ 必要に応じて他制度と連携して行うものであること   

を明確化することとしてはどうか。  

○ また、事業のあり方について整理し、例えば次のものなど具体的に想定される事   

業のあり方を明示することとしてはどうか。  

ア）短期集中支援型   

（＝短期間、頻回に訪問。包括的・リハビリテーション的に実施。）   

0 0歳児等低年齢の児童を抱える保護者などで支援が特に必要な状況に陥って  

いる者について、例えば3ケ月など短期一集中的な支援を行い、自立して適切  

な養育を行うことができるようになることを目指すこととしてはどうか。  

○ この場合、生活支援・精神的支援を中核としつつ保健分野等の専門的支援が  

必要となるときは、当該専門的支援を担う機関・部署のサービスにつないでい  

くこととしてはどうか。  

○ なお、短期集中支援型としては、0歳児の保護者で中度以上の育児不安にあ  

る者や産後うつの者、児童が施設を退所した直後の保護者等が考えられる。  

イ）中期介入型  

（＝中期的にきめ細かに対応。対象者との関係性、生活の維持に重点。）   

○ 生活面に配慮した対象者と協働してのきめ細かな支援が必要とされた者等に  

ついて、中期的な支援を念頭に、一定の目標・年限を設定した上できめ細かな  

指導・助言等の支援を行い、最低限の児童の養育環境の維持を目指すこととし  

てはどうか。  

○ なお、中期介入型としては、典型的には、食事、衣服、生活環境等について   

一定ネグレクトにあるケースを想定しており、また、児童相談所の在宅での保   

護者指導と連携して支援を行うことをも想定される。  
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4既存事業との整理・役割分担  

（方向性）  

○ 母子保健法に基づく妊産婦訪問、新生児訪問、保健指導（保健所を設置する市・  

区においては未熟児訪問を含む。）については、母性及び乳幼児の健康の保持増進  

に虐待予防も含みうることから、養育支援訪問訪問事業と趣旨、内容が重複するた  

め、これらの事業の関係を整理することとしてはどうか。  

○養育支援訪問事業については、次の点が母子保健法に基づく訪問事業と異なるも  

のと整理してはどうか。  

（D 目的  

・母子保健（＝母性や乳幼児の健康の保持増進）の観点ではなく、養育支援の観  

点から行う事業であること  

② 対象者  

・母子保健では対象とならない学齢期以後も対象とするものであること  

③ 内容・手法  

・保健指導にとどまらず、利用者との協働の考え方の下、家事援助も含めた生活  

支援・精神的支援を行うものであること  

・単一の分野にとどまらない内容を含み得るほか、必要な場合には他制度と連携  

しながら行う包括的事業であること（要保護児童対策地域協議会と密接に連携）  

・短期・集中的に又はきめ細かに相手に指導・助言等を行うなど、密度の濃いサ  

－ビスを想定しているものであること   

実施方法  

ア  この事業の支援対象は、生後4か月まで  

支援対象   の全戸訪問事業の実施その他により、市町  

村長が訪問による養育支援が必要であると   

認めた、次に掲げるような一般の子育て支  ○ 対象者としては、支援が特に必要である者が対象であることをより強調するとと  

援サービスを利用することが難しい家庭を   もに、3で示した短期集中支援型、中期介入型のそれぞれに対応した対象者を示す  

対象とする。   こととしてはどうか。   
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（ア）出産後間もない時期（概ね1年程度）の   

養育者が、育児ストレス、産後うつ病、   

育児ノイローゼ等の問題によって、子育   

てに対して不安や孤立感等を抱える家庭、   

又は虐待のおそれや、そのリスクを抱え   

る家庭  

なお、妊娠期から継続的な支援を必要   

とする家庭も対象とする。  

（イ）ひきこもり等家庭養育上の問題を抱え   

る家庭や、児童が児童養護施設等を退所   

又は里親委託終了後の家庭復帰等のため、   

自立に向けたアフターケアが必要な家庭  

（ウ）児童の心身の発達が正常範囲にはなく、   

又は出生の状況等から心身の正常な発達   

に関して諸問題を有しており、将来、精   

神・運動・発達面等において障害を招来   

するおそれのある児童のいる家庭  

○ 短期集中支援型については、主に、左記（ア）の看であって支援が特に必要であ   

る者及び左記（イ）のうち、「児童が児童養護施設等を退所又は里親委託終了後の家   

庭復帰等のため、自立に向けたアフターケアが必要な家庭」を対象とすることとして   

はどうか。  

また、今回の改正法案においては、新たに出生前において出産後の養育について   

支援が特に必要と見込まれる妊婦（以下「特定妊婦」。）も養育支援支援訪問事業   

の対象とされることから、当該妊婦についても記述を追加してはどうか。  

○ 中期介入型については、主に、ネグレクト又はそのおそれのある者等であって、   

他の事業における支援よりもきめ細かに指導・助言を行うことが必要である者な   

どを対象とすることとしてはどうか。  

○ 左記（イ）の「ひきこもり等家庭養育上の問題を抱える家庭」については、養育   

支援訪問事業が全国に定着するまでの間、虐待予防に資するとの事業の趣旨や実際   

の取組状況から、事業の主な対象者としては想定しないこととしてはどうか。  

○ 左記（ウ）の「障害を招来するおそれのある児童のいる家庭」についても、短期   

集中支援型や中期介入型の対象者となるような場合を除き、養育支援訪問事業が全   

国に定着するまでの間、虐待予防に資するとの事業の趣旨や実際の取組状況、さら   

には別途障害児サービスのあり方について議論が行われていることに鑑み、当面事   

業の主な対象者として想定しないこととしてはどうか。  

6 対象者の判断基準  

（方向性）  

○ 現在「養育支援が必要となりやすい要素の例」に該当する家庭等について、必要   

に応じて関係機関からの情報収集により家庭の養育状況を把握し、その結果支援の   

必要性があると思われる家庭に対し、養育支援を行うこととされている。  

※ 当該「要素の例」で示される例示はあくまでも情報の断片であり、仮にこれ  
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らの要素を有していたとしても、直ちに養育支援が必要となるものではないと  

整理されている。  

03のとおり事業のあり方を明確化するほか、5のとおり対象者の見直しも行うこ  

とから、改めて上記「養育支援が必要となりやすい要素の例」を見直し、実効性の  

あるチェックリストの作成を行うこととしてはどうか   

イ  （7）家庭内での育児に関する具休的な援助  

支援内容  a産裾期の母子に対する育児支援や簡  

単な家事等の援助   （方向性）  

b 未熟児や多胎児等に対する育児支援  ○ 現在、事業の対象者を募集する広報を行い、単に産栴期にある者について本人の  

・栄養指導   申請に基づき家事援助が行われている地域があるなど、支援が特に必要である者以  

c養育者に対する身休的・精神的不調  外も対象とするような取扱いを行っている実態が見受けられる。  

状態に対する相談一指導  

d若年の養育者に対する育児相談・指   03のように支援が特に必要である者を対象とすること明確にすることに伴い、支  

導   援対象として、左記（ア）aの産祷期の育児支援や家事等の援助については、産裾  

e 児童が児童養護施設等を退所後にア   期であることのみを理由にこれを実施することは認めないこととしてはどうか。  

フターケアを必要とする家庭等に対す   ただし、産婦期の育児支援や家事等については、5で述べた対象者に該当し、－  

る養育相談・支援   定の目的を設定しつつ、介入の手段として行う場合には例外的に認める取扱いとし  

（イ）発達相談■訓練指導  てはどうか。  

家庭における指導が必要な場合には、理  

学療法士等を派遣して、家庭の状況等に即   ○左記（イ）の発達相談・訓練指導については、5で述べたとおり、「障害を招来  

した発達指導を行う   するおそれのある児童のいる家庭」について、当面事業の主な対象者として想定し  

ないこととすることに伴い、支援内容としては特段記述しないこととしてはどうか。  

02のとおり事業のあり方を明確化することから、短期集中支援型等の類型に即し  

て、支援の期間や密度、内容について示すこととしてはどうか。（例：「3ケ月  

に限定し、集中的に実施」、「きめ細かに中期的に対象者に指導・助言」など）   

ウ   この事業の中核となる機関（中核機開）  8 対象家庭の把握方法、支援計画の策定等の手順   
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を定め、中核機関において関係機関からの  

情報提供や状況把握のための訪問の実施に  

より養育支援の必要の可能性があると思わ  

れる家庭に関する情報の収集を行う。   

中核機関は、これらの把握した情報から  

支援の内容を判断するための一定の指標に  

基づき、本事業による訪問支援の対象者及  

び支援の内容を決定する。   

なお、この中核機関は、要保護児童対策  

地域協議会（子どもを守る地域ネットワー  

ク）の調整機関がその機能を担うことが望  

ましい。  

支援の対  

象者、支  

援内容の  

決定方法  

（方向性）   

○ 対象者の把握方法については、生後4か月までの全戸訪問事業により把握するこ   

とのほか、今回の改正法案において、特定妊婦も養育支援支援訪問事業の対象とさ   

れるとともに、要保護児童対策地域協議会の対象に追加されることからも、特に母   

子保健担当部署・機関や医療機関との連携を図り、対象者を把握することも念頭に   

置くよう、記述を見直すこととしてはどうか。  

9 効果測定や支援の終結決定の判断の明確化  

（方向性）   

○ 支援について標準的な実施期間を示すこととし、効果測定のあり方についてもア   

セスメントのあり方として今後検討することとしてはどうか。また、終結の決定も   

当該アセスメントの結果を踏まえて行うこととしてはどうか。  

なお、支援の終結の決定については、支援の開始と同様に、必要に応じて要保護   

児童対策地域協議会を開催し、その議論を踏まえて行うこととしてはどうか。  

10 中核機関と調整機関との効果的な連携のあづ方  

（方向性）  

○ 調整機関が中核機関となり、必要に応じて要保護児童対策地域協議会を開催して   

支援内容等を検討し、その結果を踏まえ、養育支援訪問事業の実施のための進行管   

理やその他の支援に係る連絡調整を行う方向で整理し、あり方を示すこととしては   

どうか。  

11守秘義務  

（方向性）  

○ 乳児家庭全戸訪問事業と同様に、改正法案により、市町村が事務を委託する場合   

における委託先の従事者への守秘義務が創設されることも踏まえ、守秘義務徹底の  
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ための対応について整理してはどうか。   

工  訪問支援の実施者は、中核機関において  

立案された支援内容、方法、スケジュール  

訪問支援    等に基づき訪問支援を実施する。   （方向性）   

の実施者  （ア）養育支援の必要の可能性があると思  ○ 左記（ア）については、7で述べたとおり、家事援助等はあくまでも一定の目的  
われる家庭に対する育児、家事の援助   を設定した上で介入の手段として行うものと整理することから、こうした観点から  

については、子育てOB（経験者）、ヘル  改めて訪問者について整理することとしてはどうか。  

パー等が実施する。  

（イ）産後うつ病、育てにくい子ども等複  ○左記（イ）については、現行どおりの取扱いとしてはどうか  

雑な問題を背景に抱えている家庭に対  

する具体的な育児支援に関する技術指    ○訪問者の質を確保するためにも、訪問者の研修プログラム等を示すこととしては  
導については、保健師、助産師、看護  どうか。  

師、保育士、児童指導員等が実施する。  

13マネジメントを担う者の必要性  

（方向性）  

○ 中核機関において養育支援訪問事業に係るマネジメント専任の者がいることが望  

ましく、例えば、要保護児童対策地域協議会が設置されている場合には、その調整  
機関の職員が養育支援訪問事業のマネジメントに従事するよう促すことなどを検討  

してはどうか。  

また、同協議会が設置されていない場合、中核機関において養育支援訪問事業に  

係るマネジメントを担う者の配置が望ましい旨示すことなども検討してはどうか。  

14 委託先の要件  

（方向性）  

（事業の委託については認めている）  ○ 委託先については、適切な訪問者の配置、個人情報保護や訪問結果に基づく対応  
方針決定等の体制の観点から、要件を検討することとしてはどうか。   
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児
童
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
新
旧
対
照
表
 
（
抜
粋
）
 
 

○
 
児
童
福
祉
法
 
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
 
 

（
第
二
条
関
係
）
 
 

（
抄
）
 
 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）
 
 
 



⑧
 
こ
の
法
律
で
、
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
と
は
、
第
二
十
七
条
第
一
項
 
 

⑥
 
こ
の
法
律
で
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
と
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
 
 

⑤
 
こ
の
法
律
で
、
養
育
支
援
訪
問
事
業
と
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
 
 

⑦
 
こ
の
法
律
で
、
一
時
預
か
り
事
業
と
は
、
家
庭
に
お
い
て
保
育
を
受
け
る
こ
 
 

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
主
と
し
て
昼
間
に
お
い
て
、
保
育
所
そ
の
他
の
場
所
 
 

援
助
を
行
う
事
業
を
い
う
。
 
 

相
談
、
指
導
、
助
言
そ
の
他
必
要
な
支
援
を
行
う
事
業
を
い
う
。
 
 

援
を
行
う
こ
と
が
特
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
妊
婦
 
（
以
下
 
「
特
定
妊
婦
」
 
と
い
 
 

定
す
る
要
保
護
児
童
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
 
「
要
支
援
児
童
」
 
と
い
 
 

者
の
養
育
を
支
援
す
る
こ
と
が
特
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
児
童
 
（
第
八
項
に
規
 
 

相
当
の
経
験
を
有
す
る
者
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
 
（
次
条
第
一
 
 

第
三
号
の
措
置
に
係
る
児
童
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
 
 

に
お
い
て
、
一
時
的
に
預
か
り
、
必
要
な
保
護
を
行
う
事
業
を
い
う
。
 
 

と
が
一
時
的
に
困
難
と
な
つ
た
乳
児
又
は
幼
児
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
令
で
 
 

場
所
を
開
設
し
、
子
育
て
に
つ
い
て
の
相
談
、
情
報
の
提
供
、
助
言
そ
の
他
の
 
 

う
。
）
 
（
以
下
 
「
要
支
援
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
に
対
し
、
そ
の
養
育
が
適
切
 
 

う
。
）
 
若
し
く
は
保
護
者
に
監
護
さ
せ
る
こ
と
が
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
 
 

況
及
び
養
育
環
境
の
把
握
を
行
う
ほ
か
、
養
育
に
つ
い
て
の
相
談
に
応
じ
、
助
 
 

含
む
。
以
下
同
じ
。
）
 
の
区
域
内
に
お
け
る
原
則
と
し
て
す
べ
て
の
乳
児
の
い
 
 

項
に
規
定
す
る
里
親
を
除
く
。
）
 
の
住
居
に
お
い
て
養
育
を
行
う
事
業
を
い
う
 
 
 

ろ
に
よ
り
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
の
実
施
そ
の
他
に
よ
り
把
握
し
た
保
護
 
 

言
そ
の
他
の
援
助
を
行
う
事
業
を
い
う
。
 
 

よ
り
、
保
護
者
の
な
い
児
童
又
は
保
護
者
に
監
護
さ
せ
る
こ
と
が
不
適
当
で
あ
 
 

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
乳
児
又
は
幼
児
及
び
そ
の
保
護
者
が
相
互
の
交
流
を
行
う
 
 

に
行
わ
れ
る
よ
う
、
当
該
要
支
援
児
童
等
の
居
宅
に
お
い
て
、
養
育
に
関
す
る
 
 

る
児
童
及
び
そ
の
保
護
者
又
は
出
産
後
の
養
育
に
つ
い
て
出
産
前
に
お
い
て
支
 
 

る
と
認
め
ら
れ
る
児
童
 
（
以
下
 
「
要
保
護
児
童
」
 
と
い
う
。
）
 
の
養
育
に
閲
し
 
 

る
家
庭
を
訪
問
す
る
こ
と
に
よ
り
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
 
 

子
育
て
に
関
す
る
情
報
の
提
供
並
び
に
乳
児
及
び
そ
の
保
護
者
の
心
身
の
状
 
 



④
～
⑥
 
 
（
略
）
 
 

⑦
 
社
会
保
障
審
議
会
及
び
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
 
（
第
一
項
た
だ
し
書
に
 
 
 

規
定
す
る
都
道
府
県
に
あ
つ
て
は
、
地
方
社
会
福
祉
審
議
会
と
す
る
。
第
二
十
 
 

第
八
条
 
第
七
項
、
第
二
十
七
条
第
六
項
、
第
三
十
三
条
の
十
五
第
三
項
、
第
四
 
 
 

十
六
条
第
四
項
及
び
第
五
十
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
に
属
さ
せ
 
 
 

ら
れ
た
事
項
を
調
査
審
議
す
る
た
め
、
都
道
府
県
に
児
童
福
祉
に
関
す
る
審
議
 
 
 

会
そ
の
他
の
合
議
制
の
機
関
を
置
く
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
社
会
福
祉
法
 
（
 
 
 

昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
号
）
 
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
 
 
 

七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
地
方
社
会
福
祉
審
議
会
 
（
以
下
 
「
地
方
社
会
福
祉
審
 
 
 

議
会
」
 
と
い
う
。
）
 
に
児
童
福
祉
に
関
す
る
事
項
を
調
査
審
議
さ
せ
る
都
道
府
 
 
 

県
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 
 

②
 
（
略
）
 
 

③
 
市
町
村
は
、
前
項
の
事
項
を
調
査
審
議
す
る
た
め
、
児
童
福
祉
に
関
す
る
審
 
 
 

議
会
そ
の
他
の
合
議
制
の
機
関
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

②
 
こ
の
法
律
で
、
養
育
里
親
と
は
、
前
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
 
 

第
六
条
の
三
 
こ
の
法
律
で
、
里
親
と
は
、
養
育
里
親
及
び
厚
生
労
働
省
令
で
定
 
 

七
条
第
六
項
、
第
三
十
三
条
の
十
二
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
三
十
三
条
の
十
 
 

条
の
十
四
に
規
定
す
る
養
育
里
親
名
簿
に
登
録
さ
れ
た
も
の
を
い
う
。
 
 

る
人
数
以
下
の
要
保
護
児
童
を
養
育
す
る
こ
と
を
希
望
し
、
か
つ
、
都
道
府
県
 
 

知
事
が
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
研
修
を
修
了
し
た
こ
と
 
 

そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
者
で
あ
つ
て
、
第
三
十
四
 
 

め
る
人
数
以
下
の
要
保
護
児
童
を
養
育
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
で
あ
つ
て
、
 
 

養
子
縁
組
に
よ
つ
て
養
親
と
な
る
こ
と
を
希
望
す
る
も
の
そ
の
他
の
こ
れ
に
類
 
 

す
る
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
の
う
ち
、
都
道
府
県
知
事
が
第
 
 

二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
児
童
を
委
託
す
る
者
と
し
て
適
当
と
 
 

認
め
る
も
の
を
い
う
。
 
 

③
 
市
町
村
 
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
 
は
、
前
項
の
事
項
を
調
査
審
議
 
 
 

す
る
た
め
、
児
童
福
祉
に
関
す
る
審
議
会
そ
の
他
の
合
議
制
の
機
関
を
置
く
こ
 
 
 

と
が
で
き
る
。
 
 

④
～
⑥
 
（
略
）
 
 

⑦
 
社
会
保
障
審
議
会
及
び
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
 
（
第
一
項
た
だ
し
書
に
 
 
 

規
定
す
る
都
道
府
県
に
あ
つ
て
は
、
地
方
社
会
福
祉
審
議
会
と
す
る
。
第
二
十
 
 
 

七
条
第
六
項
、
第
四
十
六
条
第
四
項
並
び
に
第
五
十
九
条
第
五
項
及
び
第
六
項
 
 
 

第
八
条
 
第
七
項
、
第
二
十
七
条
第
六
項
、
第
四
十
六
条
第
四
項
及
び
第
五
十
九
 
 
 

条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ
た
事
項
を
調
査
審
議
す
る
 
 
 

た
め
、
都
道
府
県
に
児
童
福
祉
に
関
す
る
審
議
会
そ
の
他
の
合
議
制
の
機
関
を
 
 
 

置
く
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
社
会
福
祉
法
 
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
 
 
 

号
）
 
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
地
方
 
 
 

社
会
福
祉
審
議
会
 
（
以
下
 
「
地
方
社
会
福
祉
審
議
会
」
 
と
い
う
。
）
 
に
児
童
福
 
 
 

祉
に
関
す
る
事
項
を
調
査
審
議
さ
せ
る
都
道
府
県
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
 
 
 

な
。
 
 

②
 
 
（
略
）
 
 

下
 
「
要
保
護
児
童
」
 
と
い
う
。
）
 
を
養
育
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
で
あ
つ
て
 
 

、
養
子
縁
組
に
よ
つ
て
養
親
と
な
る
こ
と
を
希
望
す
る
も
の
そ
の
他
の
こ
れ
に
 
 
 

類
す
る
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
の
う
ち
、
都
道
府
県
知
事
が
 
 
 

第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
児
童
を
委
託
す
る
者
と
し
て
適
当
 
 
 

と
認
め
る
も
の
を
い
う
。
 
 

②
 
こ
の
法
律
で
、
養
育
里
親
と
は
、
要
保
護
児
童
を
養
育
す
る
こ
と
を
希
望
し
 
 

、
か
つ
、
都
道
府
県
知
事
が
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
研
 
 
 

修
を
修
了
し
た
こ
と
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
者
で
 
 

第
六
条
の
三
 
こ
の
法
律
で
、
里
親
と
は
、
養
育
里
親
及
び
保
護
者
の
な
い
児
童
 
 

あ
つ
て
、
第
三
十
四
条
の
九
に
規
定
す
る
養
育
里
親
名
簿
に
登
録
さ
れ
た
も
の
 
 

を
い
う
。
 
 

又
は
保
護
者
に
監
護
さ
せ
る
こ
と
が
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
児
童
 
（
以
 
 



第
十
一
条
 
都
道
府
県
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
 
 
 

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
市
町
村
の
業
務
の
実
施
に
関
し
、
市
町
村
相
 
 

互
間
の
連
絡
調
整
、
市
町
村
に
対
す
る
情
報
の
提
供
、
市
町
村
職
員
の
研
修
 
 

そ
の
他
必
要
な
援
助
を
行
う
こ
と
及
び
こ
れ
ら
に
付
随
す
る
業
務
を
行
う
こ
 
 

と
。
 
 
 

二
 
 
（
略
）
 
 

②
～
⑤
 
（
略
）
 
 

ま
で
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
障
害
者
自
立
支
援
法
 
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
 
 
 

十
三
号
）
 
第
二
十
二
条
第
二
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
 
 
 

定
す
る
業
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

③
・
④
 
 
（
略
）
 
 

第
十
二
条
 
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
相
談
所
は
、
児
童
の
福
祉
に
関
し
、
主
と
し
て
前
条
第
一
項
第
一
号
に
 
 

第
二
十
一
条
の
九
 
市
町
村
は
、
児
童
の
健
全
な
育
成
に
資
す
る
た
め
、
そ
の
区
 
 

及
び
第
六
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
 
は
、
児
童
及
び
知
的
障
害
者
の
福
祉
を
図
る
 
 

た
め
、
芸
能
、
出
版
物
、
が
ん
具
、
遊
戯
等
を
推
薦
し
、
又
は
そ
れ
ら
を
製
作
 
 

し
、
興
行
し
、
若
し
く
は
販
売
す
る
者
等
に
対
し
、
必
要
な
勧
告
を
す
る
こ
と
 
 

が
で
き
る
。
 
 

掲
げ
る
業
務
 
（
市
町
村
職
員
の
研
修
を
除
く
。
 
 

域
内
に
お
い
て
、
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業
、
乳
 
 

三
、
第
三
十
三
条
の
十
五
、
 
 

児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
、
 
 

る
も
の
 
（
以
下
 
「
子
育
て
支
援
事
業
」
 
と
い
う
。
）
 
が
着
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
 
 

う
、
必
要
な
措
置
の
実
施
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
～
三
 
（
略
）
 
 

及
び
一
時
預
か
り
事
業
並
び
に
次
に
掲
げ
る
事
業
で
あ
 
 

養
育
支
援
訪
問
事
業
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
 
 
 

第
四
十
六
条
第
四
項
並
び
に
第
五
十
九
条
第
五
項
 
 

）
 
及
び
同
項
第
二
号
ロ
か
ら
ホ
 
 

っ
て
主
務
省
令
で
定
め
 
 第

十
一
条
 
都
道
府
県
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
、
次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
 
 
 

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
市
町
村
の
業
務
の
実
施
に
関
し
、
市
町
村
相
 
 
 

互
間
の
連
絡
調
整
、
市
町
村
に
対
す
る
情
報
の
提
供
そ
の
他
必
要
な
援
助
を
 
 

行
う
こ
と
及
び
こ
れ
ら
に
付
随
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
。
 
 
 

二
 
 
（
略
）
 
 

②
～
⑤
 
（
略
）
 
 

第
十
二
条
 
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
相
談
所
は
、
 
 

③
・
④
 
 
（
略
）
 
 
 

第
二
十
一
条
の
九
 
市
町
村
は
、
児
童
の
健
全
な
育
成
に
資
す
る
た
め
、
そ
の
区
 
 

掲
げ
る
業
務
及
び
同
項
第
二
号
ロ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
障
害
者
 
 

自
立
支
援
法
 
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
 
第
二
十
二
条
第
二
項
及
び
 
 

第
三
項
並
び
に
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

成
事
業
及
び
子
育
て
短
期
支
援
事
業
並
 
 

内
に
て
、
 

域
お
い
放
課
後
児
童
健
全
育
 
 

び
に
次
に
掲
げ
る
事
業
で
あ
つ
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
 
（
以
下
「
子
育
て
 
 

支
援
事
業
」
 
と
い
う
。
）
 
が
着
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
措
置
の
実
施
 
 

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

に
お
い
て
同
じ
。
）
 
は
、
児
童
及
び
知
的
障
害
者
の
福
祉
を
図
る
た
め
、
芸
能
 
 

・
出
版
物
、
が
ん
具
、
遊
戯
等
を
推
薦
し
、
又
は
そ
れ
ら
を
製
作
し
、
興
行
し
 
、
若
し
 

く
は
販
売
す
る
者
等
に
対
し
、
必
要
な
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 
 

児
童
の
福
祉
に
関
し
、
主
と
し
て
前
条
第
一
項
第
二
号
に
 
 

4  



㊨
 
前
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
る
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
 
 

③
 
市
町
村
は
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
問
事
業
の
事
務
の
 
 

②
 
市
町
村
は
、
母
子
保
健
法
 
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
十
二
号
）
 
第
十
条
、
 
 

第
二
十
一
条
の
十
の
四
 
都
道
府
県
知
事
は
、
母
子
保
健
法
に
基
づ
く
母
子
保
健
 
 

第
二
十
一
条
の
十
の
三
 
市
町
村
は
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
 
 

第
二
十
五
条
の
二
 
地
方
公
共
団
体
は
、
単
独
で
又
は
共
同
し
て
、
要
保
護
児
童
 
 

第
二
十
一
条
の
十
の
二
 
市
町
村
は
、
児
童
の
健
全
な
育
成
に
資
す
る
た
め
、
乳
 
 

全
部
又
は
一
部
を
当
該
市
町
村
以
外
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
に
委
託
す
 
 

含
む
。
）
 
に
併
せ
て
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

の
適
切
な
保
護
又
は
要
支
援
児
童
若
し
く
は
特
定
妊
婦
へ
の
適
切
な
支
援
を
図
 
 

る
た
め
、
関
係
機
関
、
関
係
団
体
及
び
児
童
の
福
祉
に
関
連
す
る
職
務
に
従
事
 
 

す
る
者
そ
の
他
の
関
係
者
 
（
以
下
 
「
関
係
機
関
等
」
 
と
い
う
。
）
 
に
よ
り
構
成
 
 

把
握
し
た
と
き
は
、
こ
れ
を
当
該
者
の
現
在
地
の
市
町
村
長
に
通
知
す
る
も
の
 
 

訪
問
事
業
の
実
施
に
当
た
つ
て
は
、
母
子
保
健
法
に
基
づ
く
母
子
保
健
に
関
す
 
 

問
事
業
の
事
務
に
従
事
す
る
者
又
は
従
事
し
て
い
た
者
は
、
そ
の
事
務
に
関
し
 
 

）
 
を
把
握
し
た
と
き
は
、
 
 

を
設
置
す
る
市
又
は
特
別
区
に
あ
つ
て
は
、
同
法
第
十
九
条
第
一
項
の
指
導
を
 
 

児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
及
び
養
育
支
援
訪
問
事
業
を
行
う
よ
う
努
め
る
と
と
も
 
 

と
す
る
。
 
 

る
事
業
と
の
連
携
及
び
調
和
の
確
保
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

に
関
す
る
事
業
又
は
事
務
の
実
施
に
際
し
て
要
支
援
児
童
等
と
思
わ
れ
る
者
を
 
 

る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

て
知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

に
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
に
よ
り
要
支
援
児
童
等
 
（
特
定
妊
婦
を
除
く
。
 
 

の
実
施
そ
の
他
の
必
要
な
支
援
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
第
十
七
条
第
一
項
の
指
導
 
（
保
健
所
 
 

当
該
要
支
援
児
童
等
に
対
し
、
養
育
支
援
訪
問
事
業
 
 第

二
十
五
条
の
二
 
地
方
公
共
団
体
は
、
単
独
で
又
は
共
同
し
て
、
要
保
護
児
童
 
 
 

の
適
切
な
保
護
を
図
る
た
め
、
関
係
機
関
、
関
係
団
体
及
び
児
童
の
福
祉
に
関
 
 
 

連
す
る
職
務
に
従
事
す
る
者
そ
の
他
の
関
係
者
 
（
以
下
 
「
関
係
機
関
等
」
 
と
い
 
 
 

う
。
）
 
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
 
（
以
下
 
「
協
議
会
 
 
 



②
 
協
議
会
は
、
要
保
護
児
童
若
し
く
は
要
支
援
児
童
 
 

矧
を
図
る
た
め
に
必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
 
 
 

対
す
る
支
援
の
内
容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

③
・
④
 
（
略
）
 
 

⑤
 
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
は
、
協
議
会
に
関
す
る
事
務
を
総
括
す
る
と
と
 
 
 

も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
が
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
要
保
護
 
 
 

児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
児
 
 

⑥
 
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
は
、
 
 

第
二
十
五
条
の
七
 
市
町
村
 
（
次
項
に
規
定
す
る
町
村
を
除
く
。
）
 
は
、
要
保
護
 
 
 

児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
す
る
も
の
と
し
、
第
二
十
 
 
 

五
条
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
に
応
じ
た
児
童
又
は
そ
の
 
 
 

保
護
者
 
（
以
下
「
通
告
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
 
 
 

め
た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
二
 
 
（
略
）
 
 

児
童
は
、
こ
れ
を
そ
の
実
施
に
係
る
都
道
府
県
知
事
に
報
告
す
る
こ
と
。
 
 
 

四
 
（
略
）
 
 

②
 
福
祉
事
務
所
を
設
置
し
て
い
な
い
町
村
は
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
 
 
 

の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
す
る
も
の
と
し
、
通
告
児
童
等
又
は
妊
産
婦
に
つ
 
 

固
矧
矧
（
以
下
「
要
保
護
児
童
等
」
と
い
う
。
）
 
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
要
保
 
 

護
児
童
の
適
切
な
保
護
又
は
要
支
援
児
童
若
し
く
 
 

さ
れ
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
 
 

童
相
談
所
、
養
育
支
援
訪
問
事
業
を
行
う
者
そ
 
 

調
整
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

く
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

働
省
令
で
定
め
る
も
の
 
 

三
 
第
三
十
三
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
住
居
に
お
 
 

前
項
の
業
務
に
係
る
事
務
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
 
 

下
 
「
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
」
 
と
い
う
。
）
 
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
 
 

日
常
生
活
上
 
 の
援
助
及
び
生
活
指
導
並
び
に
就
業
の
支
援
を
行
う
こ
と
 
（
以
 
 

を
置
く
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
 
 
 

の
他
の
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
 
 

は
特
定
妊
婦
へ
の
適
切
な
支
 
 

及
び
そ
の
保
護
者
又
は
特
 
 

で
き
る
者
と
し
て
厚
生
労
 
 

い
て
同
項
に
規
定
す
る
 
 ③

・
④
 
（
略
）
 
 

⑤
 
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
は
、
協
議
会
に
関
す
る
事
務
を
総
括
す
る
と
と
 
 
 

も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
が
適
切
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
要
保
護
 
 
 

児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
児
 
 
 

童
相
談
所
そ
の
他
の
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
調
整
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

②
 
協
議
会
は
、
要
保
護
児
童
及
び
そ
の
保
護
者
（
以
下
「
要
保
護
児
童
等
」
 
と
 
 
 

い
う
。
）
 
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
要
保
護
児
童
の
適
切
な
保
護
を
図
る
た
め
に
 
 
 

必
要
な
情
報
の
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
内
 
 
 

容
に
関
す
る
協
議
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

第
二
十
五
条
の
七
 
市
町
村
 
（
次
項
に
規
定
す
る
町
村
を
除
く
。
）
 
は
、
要
保
護
 
 
 

児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
す
る
も
の
と
し
、
第
二
十
 
 
 

五
条
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
に
応
じ
た
児
童
又
は
そ
の
 
 
 

保
護
者
 
（
以
下
 
「
通
告
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
 
 
 

め
た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
・
二
 
 
（
略
）
 
 
 

三
 
（
略
）
 
 

②
 
福
祉
事
務
所
を
設
置
し
て
い
な
い
町
村
は
、
要
保
護
児
童
等
に
対
す
る
支
援
 
 
 

の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
す
る
も
の
と
し
、
通
告
児
童
等
又
は
妊
産
婦
に
つ
 
 

」
 
と
い
う
。
）
 
を
置
 
 
く
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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第
二
十
六
条
 
児
童
相
談
所
長
は
、
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
受
け
た
 
 
 

児
童
、
第
二
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
二
項
第
一
号
、
前
条
第
 
 

一
号
又
は
少
年
法
 
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
六
十
八
号
）
 
第
六
条
の
六
第
一
 
 
 

項
若
し
く
は
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
 
 
 

に
応
じ
た
児
童
、
そ
の
保
護
者
又
は
妊
産
婦
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
 
 
 

た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
若
し
く
は
児
童
委
員
に
指
導
さ
せ
 
 
 

、
又
は
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
若
し
く
 
 

は
都
道
府
県
以
外
の
障
害
者
自
立
支
援
法
第
五
条
第
十
七
項
に
規
定
す
る
相
 
 

談
支
援
事
業
 
（
次
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
三
十
四
条
の
六
に
お
い
て
 
「
相
 
 

第
二
十
五
条
の
八
 
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
の
長
は
、
第
二
十
五
条
 
 
 

の
規
定
に
よ
る
通
告
又
は
前
条
第
二
項
第
二
号
若
し
く
は
次
条
第
一
項
第
三
号
 
 
 

の
規
定
に
よ
る
送
致
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
に
応
じ
た
児
童
、
そ
の
保
護
者
 
 
 

又
は
妊
産
婦
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
 
 
 

れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 

そ
の
実
施
に
係
る
都
道
府
県
知
事
に
報
告
す
る
こ
と
。
 
 

到
 
（
略
）
 
 

そ
の
実
施
に
係
る
都
道
府
県
知
事
に
報
告
す
る
こ
と
。
 
 

到
 
（
略
）
 
 

四
 
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
児
童
は
、
こ
れ
を
 
 

い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
 
 

ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 

談
支
援
事
業
」
 
と
い
う
。
）
 
を
行
う
者
そ
の
他
当
該
指
導
を
適
切
に
行
う
こ
 
 

と
が
で
き
る
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
指
導
を
委
託
す
る
 
 

児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
児
童
は
、
こ
れ
を
 
 第

二
十
六
条
 
児
童
相
談
所
長
は
、
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
受
け
た
 
 
 

児
童
、
第
二
十
五
条
の
七
第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
二
項
第
一
号
、
前
条
第
 
 
 

二
号
又
は
少
年
法
 
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
六
十
八
号
）
 
第
六
条
の
六
第
一
 
 
 

項
若
し
く
は
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
 
 
 

に
応
じ
た
児
童
、
そ
の
保
護
者
又
は
妊
産
婦
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
 
 
 

た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
若
し
く
は
児
童
委
員
に
指
導
さ
せ
 
 
 

、
又
は
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
若
し
く
 
 
 

は
都
道
府
県
以
外
の
障
害
者
自
立
支
援
法
第
五
条
第
十
七
項
に
規
定
す
る
相
 
 

談
支
援
事
業
 
（
次
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
三
十
四
条
の
六
に
お
い
て
 
「
相
 
 

談
支
援
事
業
」
 
と
い
う
。
）
 
を
行
う
者
に
指
導
を
委
託
す
る
こ
と
。
 
 
 

四
 
 
（
略
）
 
 

第
二
十
五
条
の
八
 
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
の
長
は
、
第
二
十
五
条
 
 
 

の
規
定
に
よ
る
通
告
文
は
前
条
第
二
項
第
二
号
若
し
く
は
次
条
第
一
項
第
三
号
 
 
 

の
規
定
に
よ
る
送
致
を
受
け
た
児
童
及
び
相
談
に
応
じ
た
児
童
、
そ
の
保
護
者
 
 
 

又
は
妊
産
婦
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
 
 
 

れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 

四
 
 
（
略
）
 
 

い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
 
 

ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 



る
こ
と
。
 
 

②
 
（
略
）
 
 

第
二
十
七
条
 
都
道
府
県
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
少
 
 
 

年
法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
の
あ
つ
た
児
童
に
つ
き
、
次
の
各
 
 
 

号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
、
知
的
障
害
者
福
祉
司
、
社
会
福
 
 

祉
主
事
、
児
童
委
員
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
 
 

セ
ン
タ
ー
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
が
行
う
相
談
支
援
事
業
に
係
る
職
員
に
 
 

指
導
さ
せ
、
又
は
当
該
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
 
 

三
 
児
童
を
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
を
行
う
者
若
し
く
は
里
親
に
委
託
 
 

し
、
又
は
乳
児
院
、
児
童
養
護
施
設
、
知
的
障
害
児
施
設
、
知
的
障
害
児
通
 
 

園
施
設
、
盲
ろ
う
あ
児
施
設
、
肢
体
不
自
由
児
施
設
、
重
症
心
身
障
害
児
施
 
 

設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
若
し
く
は
児
童
自
立
支
援
施
設
に
入
所
さ
 
 

せ
る
こ
と
。
 
 
 

四
 
 
（
略
）
 
 

②
～
⑥
 
 
（
略
）
 
 

七
 
子
育
て
短
期
支
援
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
問
事
業
の
実
施
が
適
当
で
あ
る
 
 

そ
の
実
施
に
係
る
都
道
府
県
知
事
に
報
告
す
る
こ
と
。
 
 

司
（
略
）
 
 

五
 
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
児
童
は
、
こ
れ
を
 
 

こ
と
。
 
 

三
・
四
 
 
（
略
）
 
 

（
削
除
）
 
 

と
認
め
る
者
は
、
こ
れ
を
そ
の
事
業
の
実
施
に
係
る
市
町
村
の
長
に
通
知
す
 
 

第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
に
指
導
を
委
託
す
 
 

る
こ
と
。
 
 

ン
タ
ー
、
当
該
都
道
府
県
以
外
の
相
談
支
援
事
業
を
行
う
者
若
し
く
は
前
条
 
 

②
 
（
略
）
 
 
 

第
二
十
七
条
 
都
道
府
県
は
、
前
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
少
 
 
 

年
法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
送
致
の
あ
つ
た
児
童
に
つ
き
、
次
の
各
 
 
 

号
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
採
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

一
 
（
略
）
 
 
 

二
 
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
を
児
童
福
祉
司
、
知
的
障
害
者
福
祉
司
、
社
会
福
 
 
 

祉
主
事
、
児
童
委
員
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
 
 

セ
ン
タ
ー
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
が
行
う
相
談
支
援
事
業
に
係
る
職
員
に
 
 

指
導
さ
せ
、
又
は
当
該
都
道
府
県
以
外
の
者
の
設
置
す
る
児
童
家
庭
支
援
セ
 
 

⑦
 
都
道
府
県
は
、
義
務
教
育
を
終
了
し
た
児
童
で
あ
つ
て
、
 
 

四
 
 
（
略
）
 
 

②
～
⑥
 
 
（
略
）
 
 

五
 
 
（
略
）
 
 

三
・
四
 
 
（
略
）
 
 

規
定
す
る
措
置
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
 
 

三
 
児
童
を
里
親
に
委
託
し
、
又
は
乳
児
院
、
児
童
養
護
施
設
、
知
的
障
害
児
 
 
 

施
設
、
知
的
障
害
児
通
園
施
設
、
盲
ろ
う
あ
児
施
設
、
肢
体
不
自
由
児
施
設
 
 

、
重
症
心
身
障
害
児
施
設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
若
し
く
は
児
童
自
 
 
 

立
支
援
施
設
に
入
所
さ
せ
る
こ
と
。
 
 

ン
タ
1
若
し
く
は
当
該
都
道
府
県
以
外
 
 

を
委
託
す
る
こ
と
。
 
 

の
相
談
支
援
事
業
を
行
う
者
に
指
導
 
 

の
を
解
除
さ
れ
た
も
の
そ
の
他
政
令
 
 

第
一
項
第
三
号
に
 
 

8   



②
 
都
道
府
県
は
、
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
小
規
模
住
居
型
 
 

第
三
十
一
条
 
 
（
略
）
 
 

第
三
十
条
の
二
 
都
道
府
県
知
事
は
、
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
を
行
う
者
 
 

、
里
親
 
（
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
委
託
を
受
け
た
里
親
に
 
 

第
二
十
七
条
の
四
 
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
又
は
第
二
十
七
条
第
一
項
第
一
 
 

児
童
養
育
事
業
を
行
う
者
若
し
く
は
里
親
に
委
託
さ
れ
、
又
は
児
童
養
護
施
設
 
 

、
知
的
障
害
児
施
設
 
（
国
の
設
置
す
る
知
的
障
害
児
施
設
を
除
く
。
）
、
盲
ろ
 
 

う
あ
児
施
設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
若
し
く
は
児
童
自
立
支
援
施
設
に
 
 

入
所
し
た
児
童
に
つ
い
て
は
満
二
十
歳
に
達
す
る
ま
で
、
同
号
の
規
定
に
よ
り
 
 

国
の
設
置
す
る
知
的
障
害
児
施
設
に
入
所
し
た
児
童
に
つ
い
て
は
そ
の
者
が
社
 
 

会
生
活
に
順
応
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
ま
で
、
引
き
続
き
同
号
の
規
 
 

定
に
よ
る
委
託
を
継
続
し
、
又
は
そ
の
者
を
こ
れ
ら
の
児
童
福
祉
施
設
に
在
所
 
 

さ
せ
る
措
置
を
採
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

限
る
。
第
三
十
三
条
の
十
、
第
三
十
三
条
の
十
四
第
二
項
、
第
四
十
四
条
の
三
 
 

1
第
四
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
四
十
六
条
第
一
項
、
第
四
十
七
条
第
 
 

第
二
項
並
び
に
第
四
十
八
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
 
及
び
児
童
福
祉
施
設
の
長
並
 
 

び
に
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
、
児
童
の
保
護
に
つ
い
て
、
必
要
な
指
示
 
 

を
し
、
又
は
必
要
な
報
告
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

従
事
す
る
音
叉
は
従
事
し
て
い
た
者
は
、
そ
の
事
務
に
関
し
て
知
り
得
た
秘
密
 
 

を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

号
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
る
指
導
 
（
委
託
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
 
の
事
務
に
 
 

第
三
十
一
条
 
 
（
略
）
 
 

②
 
都
道
府
県
は
、
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
到
楓
に
委
託
さ
 
 
 

れ
、
又
は
児
童
養
護
施
設
、
知
的
障
害
児
施
設
 
（
国
の
設
置
す
る
知
的
障
害
児
 
 
 

施
設
を
除
く
。
）
、
盲
ろ
う
あ
児
施
設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
若
し
く
 
 
 

は
児
童
自
立
支
援
施
設
に
入
所
し
た
児
童
に
つ
い
て
は
満
二
十
歳
に
達
す
る
ま
 
 
 

で
、
同
号
の
規
定
に
よ
り
国
の
設
置
す
る
知
的
障
害
児
施
設
に
入
所
し
た
児
童
 
 
 

に
つ
い
て
は
そ
の
者
が
社
会
生
活
に
順
応
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
ま
 
 
 

で
、
引
き
続
き
同
号
の
規
定
に
よ
る
委
託
を
継
続
し
、
又
は
そ
の
者
を
こ
れ
ら
 
 
 

の
児
童
福
祉
施
設
に
在
所
さ
せ
る
措
置
を
採
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 
 

第
三
十
条
の
二
 
都
道
府
県
知
事
は
、
里
親
 
（
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
 
 
 

定
に
よ
り
委
託
を
受
け
た
里
親
に
限
る
。
第
四
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
 
 
 

第
四
十
六
条
第
一
項
、
第
四
十
七
条
第
二
項
並
び
に
第
四
十
八
条
に
お
い
て
同
 
 
 

じ
。
）
 
及
び
児
童
福
祉
施
設
の
長
並
び
に
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
、
児
 
 
 

童
の
保
護
に
つ
い
て
、
必
要
な
指
示
を
し
、
又
は
必
要
な
報
告
を
さ
せ
る
こ
と
 
 
 

が
で
き
る
。
 
 

と
が
で
き
る
。
 
 

基
準
に
従
い
、
 
 

及
び
生
活
指
導
並
び
に
就
業
 
 

は
当
該
都
道
府
県
以
外
の
者
に
当
該
住
居
に
お
い
て
当
該
日
常
生
活
上
の
援
助
 
 
 

で
定
め
る
も
の
に
つ
い
て
、
 
 

日
常
生
活
上
の
援
助
及
び
生
活
指
導
並
び
に
就
業
の
支
援
を
行
い
、
又
 
 

こ
れ
ら
の
者
が
共
同
生
活
を
営
む
べ
き
住
居
に
お
い
て
相
談
そ
 
 

当
該
児
童
の
自
立
を
図
る
た
め
、
政
令
で
定
め
る
 
 

の
支
援
を
行
う
こ
と
を
委
託
す
る
措
置
を
採
る
こ
 
 



母
子
保
護
の
実
施
又
は
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
若
し
く
は
第
二
項
に
規
定
 
 
 

す
る
措
置
と
み
な
す
。
 
 

働
 
（
略
）
 
 

割
 
前
三
項
に
規
定
す
る
保
護
又
は
措
置
は
、
こ
の
法
律
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
 
 

③
 
（
略
）
 
 

第
三
十
三
条
の
四
 
都
道
府
県
知
事
、
市
町
村
長
、
福
祉
事
務
所
長
又
は
児
童
相
 
 

置
を
採
る
権
限
又
は
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
の
権
限
の
全
部
又
は
一
部
を
 
 
 

児
童
相
談
所
長
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

②
・
③
 
（
略
）
 
 

第
三
十
t
一
条
 
都
道
府
県
知
事
は
、
第
二
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
措
 
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
各
号
に
定
め
る
者
か
ら
当
該
措
置
又
は
 
 

助
の
実
施
の
解
除
の
理
由
に
つ
い
て
説
明
す
る
と
と
も
に
、
 
 

立
生
活
援
助
の
実
施
を
解
除
す
る
場
合
に
は
、
 
 

談
所
長
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
措
置
又
は
保
育
の
実
施
等
若
し
く
は
児
童
自
 
 
 

保
育
の
実
施
等
若
し
く
は
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
の
解
除
の
申
出
が
あ
つ
 
 

た
場
合
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
 
 

ヽ
 
O
 
 

L
V
 
 

一
 
第
二
十
一
条
の
六
、
第
二
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
、
第
二
十
五
条
の
 
 
 

八
第
二
号
、
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
及
刺
繍
第
二
十
七
条
第
一
項
第
二
号
 
 
 

の
措
置
 
当
該
措
置
に
係
る
児
童
の
保
護
者
 
 

二
～
四
 
 
（
略
）
 
 

め
る
者
に
対
し
、
当
該
措
置
又
は
保
育
の
実
施
等
若
し
く
は
児
童
自
立
生
活
援
 
 
 

五
 
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
 
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
に
係
る
義
務
 
 

（
削
除
）
 
 

教
育
終
了
児
童
等
 
 

あ
ら
か
じ
め
、
当
該
各
号
に
定
 
 

そ
の
意
見
を
聴
か
 
 

母
子
保
護
の
実
施
又
は
第
二
十
七
条
第
一
項
第
三
号
、
第
二
項
若
し
く
は
第
七
 
 
 

現
に
規
定
す
る
措
置
と
み
な
す
。
 
 

働
 
（
略
）
 
 

創
 
山
叫
到
現
に
規
定
す
る
保
護
又
は
措
置
は
、
こ
の
法
律
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
 
 

第
三
十
二
条
 
都
道
府
県
知
事
は
、
第
二
十
七
条
第
一
項
、
第
二
項
又
は
第
七
項
 
 
 

の
措
置
を
採
る
権
限
の
全
部
又
は
一
部
を
児
童
相
談
所
長
に
委
任
す
る
こ
と
が
 
 
 

で
き
る
。
 
 

②
・
③
 
（
略
）
 
 
 

第
三
十
三
条
の
四
 
都
道
府
県
知
事
、
市
町
村
長
、
福
祉
事
務
所
長
又
は
児
童
相
 
 
 

談
所
長
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
措
置
又
は
保
育
の
実
施
等
を
解
除
す
る
場
合
 
 
 

に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
各
号
に
定
め
る
者
に
対
し
、
当
該
措
置
又
は
保
育
 
 
 

の
実
施
等
の
解
除
の
理
由
に
つ
い
て
説
明
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
意
見
を
聴
か
 
 
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
各
号
に
定
め
る
者
か
ら
当
該
措
置
又
は
 
 
 

保
育
の
実
施
等
の
解
除
の
申
出
が
あ
つ
た
場
合
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
 
 
 

る
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 
 

④
 
都
道
府
県
は
、
 
 

③
 
（
略
）
 
 

規
定
す
る
委
託
を
継
続
す
る
措
置
を
採
る
 
 

満
二
十
歳
に
達
す
る
ま
で
、
 
 

号
及
び
第
七
項
の
措
置
 
当
該
措
置
に
係
る
児
童
の
保
護
者
 
 

二
～
四
 
 
（
略
）
 
 

一
第
二
十
一
条
の
六
、
第
一
一
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
、
第
二
十
五
条
の
 
 

八
第
二
号
、
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
判
明
吋
第
二
十
七
条
第
一
項
第
二
 
 

第
二
十
七
条
第
七
項
の
措
置
を
採
つ
 
 

引
き
続
き
そ
の
者
に
援
助
を
行
い
、
 
 

こ
と
が
で
き
る
。
 
 

た
児
童
に
つ
い
て
は
、
 
 

又
は
同
項
に
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④
 
都
道
府
県
は
、
第
二
十
五
条
の
七
第
一
項
第
三
号
若
し
く
は
第
二
項
第
四
号
 
 

③
 
都
道
府
県
は
、
義
務
教
育
終
了
児
童
等
が
特
別
な
事
情
に
よ
り
当
該
都
道
府
 
 

②
 
前
項
に
規
定
す
る
義
務
教
育
終
了
児
童
等
で
あ
つ
て
児
童
自
立
生
活
援
助
の
 
 

第
三
十
三
条
の
六
 
都
道
府
県
は
、
そ
の
区
域
内
に
お
け
る
義
務
教
育
終
了
児
童
 
 

第
三
十
三
条
の
五
 
第
二
十
一
条
の
六
、
第
二
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
、
第
 
 
 

二
十
五
条
の
八
第
二
号
、
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
二
十
七
条
 
 

書
の
提
出
を
代
わ
つ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

実
施
を
希
望
す
る
も
の
は
、
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
入
居
 
 

な
援
助
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

報
告
を
受
け
た
児
童
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
児
童
 
 
 

県
の
区
域
外
の
第
一
項
に
規
定
す
る
住
居
へ
の
入
居
を
希
望
す
る
と
き
は
、
当
 
 

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
義
務
教
育
終
了
児
童
等
の
依
頼
を
受
け
て
、
当
該
申
込
 
 

記
載
し
た
申
込
書
を
都
道
府
県
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
 
 

を
希
望
す
る
同
項
に
規
定
す
る
住
居
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
事
項
を
 
 
 

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
他
の
適
切
 
 

義
務
教
育
終
了
児
童
等
が
共
同
生
活
を
営
む
べ
き
住
居
に
お
い
て
相
談
そ
の
他
 
 

義
務
教
育
終
了
児
童
等
に
対
し
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
 
 
 

童
等
か
ら
申
込
み
が
あ
つ
た
と
き
は
、
自
ら
又
は
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
を
 
 

お
い
て
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
を
行
う
者
は
、
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
 
 

行
う
者
 
（
都
道
府
県
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
 
に
委
託
し
て
、
そ
の
 
 

等
の
自
立
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
義
務
教
育
終
了
児
 
 

第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
三
号
若
し
く
は
第
二
項
の
措
置
を
解
除
す
る
処
分
 
 

又
は
保
育
の
実
施
等
若
し
く
は
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
の
解
除
に
つ
い
て
 
 

は
、
行
政
手
続
法
第
三
章
 
（
第
十
二
条
及
び
第
十
四
条
を
除
く
。
）
 
の
規
定
は
 
 

適
用
し
な
い
。
 
 

の
日
常
生
活
上
の
援
助
及
び
生
活
指
導
並
び
に
就
業
の
支
援
を
行
わ
な
け
れ
ば
 
 

第
二
十
五
条
の
八
第
四
号
又
は
第
二
十
六
条
第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
る
 
 第

三
十
三
条
の
五
 
第
二
十
一
条
の
六
、
第
二
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
、
第
 
 
 

二
十
五
条
の
八
第
二
号
、
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
二
十
七
条
 
 

第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
三
号
、
第
二
項
若
し
く
は
第
七
項
の
措
置
を
解
除
 
 

す
る
処
分
又
は
保
育
の
実
施
等
の
解
除
に
つ
い
て
は
、
行
政
手
続
法
第
三
章
 
（
 
 

第
十
二
条
及
び
第
十
四
条
を
除
く
。
）
 
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
 
 



⑤
 
都
道
府
県
は
、
義
務
教
育
終
了
児
童
等
の
第
 
 

第
三
十
三
条
の
八
 
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
相
談
所
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
未
成
年
後
見
人
の
選
任
の
請
求
に
 
 
 

係
る
児
童
等
 
（
児
童
福
祉
施
設
に
入
所
中
の
児
童
を
除
く
。
）
 
に
対
し
、
親
権
 
 
 

を
行
う
者
又
は
未
成
年
後
見
人
が
あ
る
に
至
る
ま
で
の
間
、
親
権
を
行
う
。
た
 
 

第
三
十
三
条
の
七
 
 

第
三
十
三
条
の
九
 
 
（
略
）
 
 

第
三
十
三
条
の
十
 
 

援
助
事
業
を
行
う
者
、
 
 

定
め
る
事
項
に
関
し
情
報
の
 
 

労
働
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
 
 

親
権
を
濫
用
し
、
又
は
著
し
く
不
行
跡
で
あ
る
と
き
は
、
民
法
（
明
治
二
十
九
 
 

年
法
律
第
八
十
九
号
）
 
第
八
百
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
親
権
喪
失
の
宣
告
の
 
 

請
求
は
、
同
条
に
定
め
る
者
の
ほ
か
、
児
童
相
談
所
長
も
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
 
 

が
で
き
る
。
 
 

及
び
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
に
資
す
る
た
め
、
 
 
 

生
労
働
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
得
な
け
れ
 
 

ば
な
ら
な
い
。
 
 

だ
し
、
民
法
第
七
 
 

び
第
三
十
三
条
の
九
に
お
い
て
 
 

に
対
し
、
 
 

＼
 
0
 
 

－
＝
∨
 
 

童
養
護
施
設
、
 
 

児
童
養
育
事
業
に
従
事
す
る
者
、
里
親
若
し
く
は
そ
の
同
居
人
、
乳
児
院
、
児
 
 
 

第
六
節
 
被
措
置
児
童
等
虐
待
の
防
止
等
 
 
 

児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
の
申
込
み
を
勧
奨
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
 
 

知
的
障
害
児
施
設
等
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
若
し
く
は
 
 

児
童
又
は
児
童
以
外
の
満
t
一
十
歳
に
満
た
な
い
者
 
（
次
条
及
 
 
 

百
九
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
縁
組
の
承
諾
を
す
る
に
は
、
厚
 
 

こ
の
法
律
で
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
と
は
、
小
規
模
住
居
型
 
 

当
該
事
業
の
運
営
の
状
況
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
の
 
 
 

提
供
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

「
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
の
親
権
者
が
、
そ
の
 
 

そ
の
区
域
内
に
お
け
る
児
童
自
立
生
活
 
 

一
項
に
規
定
す
る
住
居
の
選
択
 
 

第
三
十
三
条
の
六
 
 

第
三
十
三
条
の
七
 
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
相
談
所
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
未
成
年
後
見
人
の
選
任
の
請
求
に
 
 
 

係
る
児
童
等
 
（
児
童
福
祉
施
設
に
入
所
中
の
児
童
を
除
く
。
）
 
に
対
し
、
親
権
 
 
 

を
行
う
音
叉
は
未
成
年
後
見
人
が
あ
る
に
至
る
ま
で
の
間
、
親
権
を
行
う
。
た
 
 

第
三
十
三
条
の
八
 
 
（
略
）
 
 

親
権
を
濫
用
し
、
又
は
著
し
く
不
行
跡
で
あ
る
と
き
は
、
民
法
 
（
明
治
二
十
九
 
 

年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
八
百
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
親
権
喪
失
の
宣
告
の
 
 

請
求
は
、
同
条
に
定
め
る
者
の
ほ
か
、
児
童
相
談
所
長
も
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
 
 

が
で
き
る
。
 
 

労
働
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
得
な
け
れ
ば
 
 

な
ら
な
い
。
 
 

だ
し
、
民
法
七
百
九
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
縁
組
の
承
諾
を
す
る
に
は
、
 
 

び
第
三
十
三
条
の
八
に
お
い
て
 
 

児
童
又
は
児
童
以
外
の
満
二
十
歳
に
満
た
な
い
者
 
（
次
条
及
 
 
 

「
児
童
等
」
 
と
い
う
。
）
 
の
親
権
者
が
、
そ
の
 
 

厚
生
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第
三
十
三
条
の
十
一
 
施
設
職
員
等
は
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
そ
の
他
被
措
置
児
 
 

第
三
十
三
条
の
十
二
 
被
措
置
児
童
等
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
児
童
を
発
見
 
 

市
町
村
に
通
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

童
相
談
所
、
都
道
府
県
の
行
政
機
関
、
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
若
し
く
は
 
 

市
町
村
又
は
児
童
委
員
を
介
し
て
、
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
、
児
 
 

道
府
県
の
行
政
機
関
」
 
と
い
う
。
）
、
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
若
し
く
は
 
 

講
ず
る
権
限
を
有
す
る
都
道
府
県
の
行
政
機
関
 
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
 
「
都
 
 

相
談
所
、
第
三
十
三
条
の
十
四
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
に
規
定
す
る
措
置
を
 
 

童
等
の
心
身
に
有
害
な
影
響
を
及
ぼ
す
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

し
た
者
は
、
速
や
か
に
、
こ
れ
を
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
、
児
童
 
 

）
 
に
つ
い
て
行
う
次
に
掲
げ
る
行
為
を
い
う
。
 
 

時
保
護
を
加
え
る
業
務
に
従
事
す
る
者
 
（
以
下
 
「
施
設
職
員
等
」
 
と
総
称
す
る
 
 

業
者
又
は
第
三
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
委
託
を
受
け
て
児
童
に
 
 

く
は
加
え
る
こ
と
を
委
託
さ
れ
た
児
童
 
（
以
下
 
「
被
措
置
児
童
等
」
 
と
い
う
。
 
 

管
理
者
そ
の
他
の
従
業
者
、
第
十
二
条
の
四
に
規
定
す
る
児
童
を
一
時
保
護
す
 
 

児
童
自
立
支
援
施
設
の
長
、
そ
の
職
員
そ
の
他
の
従
業
者
、
指
定
医
療
機
関
の
 
 
 

る
施
設
を
設
け
て
い
る
児
童
相
談
所
の
所
長
、
当
該
施
設
の
職
員
そ
の
他
の
従
 
 

他
の
被
措
置
児
童
等
に
著
し
い
心
理
的
外
傷
を
与
え
る
言
動
を
行
う
こ
と
。
 
 

養
育
又
は
業
務
を
著
し
く
怠
る
こ
と
。
 
 

前
二
号
又
は
次
号
に
掲
げ
る
行
為
の
放
置
そ
の
他
の
施
設
職
員
等
と
し
て
の
 
 
 

行
を
加
え
る
こ
と
。
 
 

）
 
が
、
委
託
さ
れ
た
児
童
、
入
所
す
る
児
童
又
は
一
時
保
護
を
加
え
、
若
し
 
 

は
長
時
間
の
放
置
、
同
居
人
若
し
く
は
生
活
を
共
に
す
る
他
の
児
童
に
よ
る
 
 

し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
さ
せ
る
こ
と
。
 
 

被
措
置
児
童
等
に
対
す
る
著
し
い
暴
言
又
は
著
し
く
拒
絶
的
な
対
応
そ
の
 
 

被
措
置
児
童
等
の
心
身
の
正
常
な
発
達
を
妨
げ
る
よ
う
な
著
し
い
減
食
又
 
 

被
措
置
児
童
等
に
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
す
る
こ
と
又
は
被
措
置
児
童
等
を
 
 

被
措
置
児
童
等
の
身
体
に
外
傷
が
生
じ
、
又
は
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ
る
暴
 
 



④
 
刑
法
の
秘
密
漏
示
罪
の
規
定
そ
の
他
の
守
秘
義
務
に
関
す
る
法
律
の
規
定
は
 
 

③
 
被
措
置
児
童
等
は
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
児
 
 

第
三
十
三
条
の
十
三
 
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
、
児
童
相
談
所
、
都
 
 
 

道
 

⑤
 
施
設
職
員
等
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
 
 

②
 
被
措
置
児
童
等
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
児
童
を
発
見
し
た
者
は
、
当
該
 
 

第
三
十
三
条
の
十
四
 
都
道
府
県
は
、
第
三
十
三
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
 
 

該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
し
た
と
き
は
、
同
法
 
 

若
し
く
は
臨
時
委
員
又
は
当
該
通
告
を
仲
介
し
た
児
童
委
員
は
、
そ
の
職
務
上
 
 

祉
事
務
所
若
し
く
は
児
童
相
談
所
の
所
長
、
所
員
そ
の
他
の
職
員
、
都
道
府
県
 
 

な
ら
な
い
。
 
 

除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
 
を
す
る
こ
と
を
妨
げ
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
 
 

童
相
談
所
、
都
道
府
県
の
行
政
機
関
又
は
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
に
届
け
 
 

第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
告
を
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。
 
 

被
措
置
児
童
等
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
児
童
が
、
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
 
 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
受
け
た
と
き
又
は
相
談
に
応
じ
た
児
童
に
つ
い
 
 

知
り
得
た
事
項
で
あ
つ
て
当
該
通
告
又
は
届
出
を
し
た
者
を
特
定
さ
せ
る
も
の
 
 

項
の
規
定
に
よ
る
通
告
又
は
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
場
合
 
 

出
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

関
す
る
法
律
第
二
条
に
規
定
す
る
児
童
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
児
童
に
も
 
 

に
お
い
て
は
、
当
該
通
告
若
し
く
は
届
出
を
受
け
た
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
 
 
 

る
通
告
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
若
し
く
は
第
三
項
若
し
く
は
次
条
 
 
 

て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
被
措
置
児
童
等
の
状
況
 
 

の
行
政
機
関
若
し
く
は
市
町
村
の
職
員
、
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
の
委
員
 
 

の
把
握
そ
の
他
当
該
通
告
、
届
出
、
通
知
又
は
相
談
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
確
 
 

解
雇
そ
の
他
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
な
い
。
 
 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
告
 
（
虚
偽
で
あ
る
も
の
及
び
過
失
に
よ
る
も
の
を
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③
 
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
受
け
た
と
き
 
 

②
 
都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
一
項
又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
措
置
を
講
じ
た
 
 

第
三
十
三
条
の
十
五
 
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
は
、
第
三
十
三
条
の
十
二
第
 
 

③
 
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
、
児
童
相
談
所
又
は
市
町
村
が
第
三
十
 
 

②
 
都
道
府
県
は
、
前
項
に
規
定
す
る
措
置
を
講
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
 
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
に
報
告
し
 
 

市
町
村
の
長
は
、
速
や
か
に
、
都
道
府
県
知
事
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
 
 

と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
措
置
の
内
容
、
当
該
被
措
置
児
童
等
の
状
況
そ
の
 
 

き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
 
 

措
置
を
講
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
の
措
置
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
る
と
 
 

き
は
、
都
道
府
県
の
設
置
す
る
福
祉
事
務
所
の
長
、
児
童
相
談
所
の
所
長
又
は
 
 

は
、
そ
の
報
告
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
意
見
を
述
 
 

係
る
被
措
置
児
童
等
に
対
す
る
被
措
置
児
童
等
虐
待
の
防
止
並
び
に
当
該
被
措
 
 

自
立
支
援
施
設
、
指
定
医
療
機
関
、
第
十
二
条
の
四
に
規
定
す
る
児
童
を
一
時
 
 

べ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 
 

三
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
告
若
し
く
は
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
 
 

置
児
童
等
及
び
当
該
被
措
置
児
童
等
と
生
活
を
共
に
す
る
他
の
被
措
置
児
童
等
 
 

切
な
養
育
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
通
告
、
届
出
、
通
知
又
は
相
談
に
 
 

保
護
す
る
施
設
又
は
第
三
十
三
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
委
託
を
受
け
て
 
 

児
童
養
護
施
設
、
知
的
障
害
児
施
設
等
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
、
児
童
 
 

る
届
出
を
受
け
た
と
き
、
又
は
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
 
 

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
、
里
親
、
乳
児
院
、
 
 

認
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 
 

の
保
護
を
図
る
た
め
、
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 
 

一
時
保
護
を
加
え
る
者
に
お
け
る
事
業
若
し
く
は
業
務
の
適
正
な
運
営
又
は
適
 
 

項
の
規
定
に
よ
る
通
告
又
は
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
と
 
 



④
 
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
は
、
前
項
に
規
定
す
る
事
務
を
遂
行
す
る
た
め
 
 

第
三
十
三
条
の
十
七
 
 

第
三
十
三
条
の
十
六
 
都
道
府
県
知
事
は
、
 
 

③
 
国
及
び
都
道
府
県
以
外
の
者
は
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
又
は
小
規
模
住
 
 

事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

②
 
（
略
）
 
 

て
の
調
査
及
び
研
究
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

矧
七
山
即
 
碑
則
 
 
 

第
三
十
四
条
の
三
 
国
及
び
都
道
府
県
以
外
の
者
は
、
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
 
 
 

と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
 
 

第
三
十
四
条
の
四
 
都
道
府
県
知
事
は
、
児
童
の
福
祉
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
 
 

令
で
定
め
る
事
項
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

措
置
児
童
等
虐
待
が
あ
つ
た
場
合
の
適
切
な
対
応
方
法
に
資
す
る
事
項
に
つ
い
 
 

特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
施
設
職
員
等
そ
の
他
の
 
 

況
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
が
あ
つ
た
場
合
に
講
じ
た
措
置
そ
の
他
厚
生
労
働
省
 
 

知
事
に
届
け
出
て
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
又
は
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
 
 

も
に
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
の
 
 

育
事
業
を
行
う
者
に
対
し
て
、
必
要
と
認
め
る
事
項
の
報
告
を
求
め
、
又
は
当
 
 

該
職
員
に
、
関
係
者
に
対
し
て
質
問
さ
せ
、
若
し
く
は
そ
の
事
務
所
若
し
く
は
 
 

施
設
に
立
ち
入
り
、
設
備
、
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
 
 

居
型
児
童
養
育
事
業
を
廃
止
し
、
又
は
休
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
 
 

じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
 
 

な
ら
な
い
。
 
 

認
め
る
と
き
は
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
若
し
く
は
小
規
模
住
居
型
児
童
養
 
 

出
席
説
明
及
び
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

国
は
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
の
事
例
の
分
析
を
行
う
と
と
 
 
 

予
防
及
び
早
期
発
見
の
た
め
の
方
策
並
び
に
被
 
 

毎
年
度
、
被
措
置
児
童
等
虐
待
の
状
 
 

関
係
者
に
対
し
 
 ③

 
国
及
び
都
道
府
県
以
外
の
者
は
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
を
廃
止
し
、
又
 
 
 

は
休
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
 
 
 

項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

②
 
（
略
）
 
 

第
六
節
 
雑
則
 
 

第
三
十
四
条
の
三
 
国
及
び
都
道
府
県
以
外
の
者
は
、
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
 
 
 

と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
 
 
 

l
 

知
事
に
届
け
出
て
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
封
行
引
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

第
三
十
四
条
の
四
 
都
道
府
県
知
事
は
、
児
童
の
福
祉
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
 
 
 

認
め
る
と
き
は
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
到
珂
引
者
に
対
し
て
、
必
要
と
認
 
 
 

め
る
事
項
の
報
告
を
求
め
、
又
は
当
該
職
員
に
、
関
係
者
に
対
し
て
質
問
さ
せ
 
 

、
若
し
く
は
そ
の
事
務
所
若
し
く
は
施
設
に
立
ち
入
り
、
設
備
、
帳
簿
書
類
そ
 
 
 

の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

-166 



②
 
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
に
従
事
す
る
者
は
、
そ
の
職
務
を
遂
行
す
る
に
 
 

第
三
十
四
条
の
十
 
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
そ
の
他
の
者
は
、
社
会
福
祉
法
の
 
 

第
三
十
四
条
の
九
 
市
町
村
は
、
第
二
十
一
条
の
十
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
 
 

条
第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
三
号
又
は
第
三
十
三
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
 
 
 

ょ
る
委
託
を
受
け
た
と
き
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
限
り
、
こ
れ
を
拒
ん
で
は
 
 
 

な
ら
な
い
。
 
 

第
三
十
四
条
の
八
 
 
（
略
）
 
 

第
三
十
四
条
の
十
一
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
そ
の
他
の
者
は
、
厚
生
労
働
省
 
 

第
三
十
四
条
の
六
 
相
談
支
援
事
業
、
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
又
は
児
童
 
 

第
三
十
四
条
の
五
 
都
道
府
県
知
事
は
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
又
は
小
規
模
 
 

で
き
る
。
 
 

②
 
（
略
）
 
 

○  
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
 
 

福
祉
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

自
立
生
活
援
助
事
業
を
行
う
者
は
、
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
、
第
二
十
七
 
 

令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
 
 

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
又
は
養
育
支
援
訪
問
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
社
会
 
 

住
居
型
児
童
養
育
事
業
を
行
う
者
が
、
こ
の
法
律
若
し
く
は
こ
れ
に
基
づ
く
命
 
 

令
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
基
づ
い
て
す
る
処
分
に
違
反
し
た
と
き
、
又
は
そ
の
事
 
 

業
に
関
し
不
当
に
営
利
を
図
り
、
若
し
く
は
そ
の
事
業
に
係
る
児
童
の
処
遇
に
 
 

つ
き
不
当
な
行
為
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
者
に
対
し
、
そ
の
事
業
の
制
限
又
は
 
 

停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

当
た
つ
て
は
、
個
人
の
身
上
に
関
す
る
秘
密
を
守
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
て
、
一
時
預
か
り
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 第

三
十
四
条
の
八
 
 
（
略
）
 
 

第
三
十
四
条
の
六
 
相
談
支
援
事
業
又
は
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
を
行
う
者
は
 
 

②
 
 
（
略
）
 
 
 

第
三
十
四
条
の
五
 
都
道
府
県
知
事
は
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
引
付
引
者
が
 
 

こ
の
法
律
若
し
く
は
こ
れ
に
基
づ
く
命
令
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
基
づ
い
て
す
 
 
 

る
処
分
に
違
反
し
た
と
き
、
又
は
そ
の
事
業
に
関
し
不
当
に
営
利
を
図
り
、
若
 
 
 

し
く
は
そ
の
事
業
に
係
る
児
童
の
処
遇
に
つ
き
不
当
な
行
為
を
し
た
と
き
は
、
 
 
 

そ
の
者
に
対
し
、
そ
の
事
業
の
制
限
又
は
停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
又
は
第
二
十
七
条
第
一
項
第
二
号
若
し
く
は
第
 
 

l
 七

項
の
規
定
に
よ
る
委
託
を
受
け
た
と
き
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
限
り
、
こ
 
 

れ
を
拒
ん
で
は
な
ら
な
い
。
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④
 
都
道
府
県
知
事
は
、
一
時
預
か
り
事
業
を
行
う
者
が
、
こ
の
法
律
若
し
く
は
 
 

③
 
都
道
府
県
知
事
は
、
一
時
預
か
り
事
業
が
前
条
の
基
準
に
適
合
し
な
い
と
認
 
 

②
 
第
十
八
条
の
十
六
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
つ
い
て
 
 

第
三
十
四
条
の
十
五
 
本
人
又
は
そ
の
同
居
人
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
 
 

第
三
十
四
条
の
十
四
 
（
略
）
 
 

第
三
十
四
条
の
十
三
 
都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
の
基
準
を
維
持
す
る
た
め
、
一
 
 

第
三
十
四
条
の
十
二
 
一
時
預
か
り
事
業
を
行
う
者
は
、
そ
の
事
業
を
実
施
す
る
 
 

③
 
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
そ
の
他
の
者
は
、
一
時
預
か
り
事
業
を
廃
止
し
、
 
 

②
 
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
そ
の
他
の
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
た
 
 

ば
な
ら
な
い
。
 
 

合
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
採
る
べ
き
旨
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

時
預
か
り
事
業
を
行
う
者
に
対
し
て
、
必
要
と
認
め
る
事
項
の
報
告
を
求
め
、
 
 

事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

き
、
又
は
そ
の
事
業
に
関
し
不
当
に
営
利
を
図
り
、
若
し
く
は
そ
の
事
業
に
係
 
 

が
で
き
る
。
 
 

う
場
所
に
立
ち
入
り
、
設
備
、
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
 
 

た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
を
遵
守
し
な
け
れ
 
 

道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

め
ら
れ
る
に
至
つ
た
と
き
は
、
そ
の
事
業
を
行
う
者
に
対
し
、
当
該
基
準
に
適
 
 

事
項
に
変
更
を
生
じ
た
と
き
は
、
変
更
の
日
か
ら
一
月
以
内
に
、
そ
の
旨
を
都
 
 

に
対
し
、
そ
の
事
業
の
制
限
又
は
停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

る
乳
児
若
し
く
は
幼
児
の
処
遇
に
つ
き
不
当
な
行
為
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
者
 
 

又
は
当
該
職
員
に
、
関
係
者
に
対
し
て
質
問
さ
せ
、
若
し
く
は
そ
の
事
業
を
行
 
 

又
は
休
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
 
 

こ
れ
に
基
づ
く
命
令
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
基
づ
い
て
す
る
処
分
に
違
反
し
た
と
 
 第

三
十
四
条
の
九
 
 
（
略
）
 
 

第
三
十
四
条
の
十
 
本
人
又
は
そ
の
同
居
人
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
 
 
 



②
 
 
（
略
）
 
 

第
三
十
四
条
の
十
六
 
 
（
略
）
 
 

第
四
十
四
条
の
二
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
地
域
の
児
童
の
福
祉
に
関
す
 
 

被
措
置
児
童
等
虐
待
を
行
っ
た
者
そ
の
他
児
童
の
福
祉
に
関
し
著
し
く
不
適
 
 

当
な
行
為
を
し
た
者
 
 

②
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
福
祉
施
設
の
長
、
そ
の
住
居
に
お
い
て
養
育
を
行
う
第
六
条
の
二
第
八
 
 

第
四
十
四
条
の
三
 
第
六
条
の
二
各
項
に
規
定
す
る
事
業
を
行
う
者
、
里
親
及
び
 
 

第
四
十
七
条
 
（
略
）
 
 

と
と
も
に
、
市
町
村
の
求
め
に
応
じ
、
技
術
的
助
言
そ
の
他
必
要
な
援
助
を
行
 
 

列
呵
利
、
第
二
十
六
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
二
十
七
条
第
一
項
第
二
号
の
規
 
 

定
に
よ
る
指
導
を
行
い
、
あ
わ
せ
て
児
童
相
談
所
、
児
童
福
祉
施
設
等
と
の
連
 
 

絡
調
整
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
の
定
め
る
援
助
を
総
合
的
に
行
う
こ
と
を
目
的
 
 

と
す
る
施
設
と
す
る
。
 
 

専
門
的
な
知
識
及
び
技
術
を
必
要
と
す
る
も
の
に
応
じ
、
必
要
な
助
言
を
行
う
 
 

児
童
福
祉
施
設
 
（
指
定
知
的
障
害
児
施
設
等
を
除
く
。
）
 
の
設
置
者
は
、
児
童
 
 

す
る
者
は
、
養
育
里
親
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 

四
 
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
に
規
定
す
る
児
童
虐
待
忍
 
 

れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

づ
く
命
令
を
遵
守
し
、
こ
れ
ら
の
者
の
た
め
忠
実
に
そ
の
職
務
を
遂
行
し
な
け
 
 

る
各
般
の
問
題
に
つ
き
、
児
童
に
関
す
る
家
庭
そ
の
他
か
ら
の
相
談
の
う
ち
、
 
 

入
所
す
る
者
の
人
格
を
尊
重
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
法
律
又
は
こ
の
法
律
に
基
 
 

（
削
除
）
 
 

妊
産
婦
そ
の
他
こ
れ
ら
の
事
業
を
利
用
す
る
者
又
は
当
該
児
童
福
祉
施
設
に
 
 第

三
十
四
条
の
十
一
 
（
略
）
 
 

第
四
十
四
条
の
二
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
地
域
の
児
童
の
福
祉
に
関
す
 
 

②
 
（
略
）
 
 

附
置
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 

劇
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
厚
生
労
働
省
今
の
定
め
る
児
童
福
祉
施
設
に
 
 

第
四
十
七
条
 
（
略
）
 
 

②
 
児
童
福
祉
施
設
の
長
又
は
里
親
は
、
入
所
中
又
は
受
託
中
の
児
童
で
親
権
を
 
 
 

他
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
助
言
を
行
う
と
と
も
に
、
第
二
十
六
条
第
一
 
 

項
第
二
号
及
び
第
二
十
七
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
指
導
を
行
い
、
あ
 
 

わ
せ
て
児
童
相
談
所
、
児
童
福
祉
施
設
等
と
の
連
絡
調
整
そ
の
他
厚
生
労
働
省
 
 

令
の
定
め
る
援
助
を
総
合
的
に
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
施
設
と
す
る
。
 
 

る
者
は
、
養
育
里
親
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 
 

一
～
三
 
 
（
略
）
 
 

四
 
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
第
一
一
条
に
規
定
す
る
児
童
虐
待
を
行
 
 
 

っ
た
者
そ
の
他
児
童
の
福
祉
に
関
し
著
し
く
不
適
当
な
行
為
を
し
た
者
 
 

る
各
般
の
問
題
に
つ
き
、
児
童
、
母
子
家
庭
そ
の
他
の
家
庭
、
地
域
住
民
そ
の
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第
四
十
八
条
 
児
童
養
護
施
設
、
知
的
障
害
児
施
設
、
盲
ろ
う
あ
児
施
設
、
肢
体
 
 
 

不
自
由
児
施
設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
及
び
児
童
自
立
支
援
施
設
の
長
 
 

第
四
十
九
条
 
こ
の
法
律
で
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
、
 
 

第
五
十
 
 

第
五
十
条
 
次
に
掲
げ
る
費
用
は
、
都
道
府
県
の
支
弁
と
す
る
。
 
 

一
～
七
の
二
 
 
（
略
）
 
 

刈八l七l六l一  
～  

働
省
令
で
定
め
る
者
並
び
に
里
親
は
、
学
校
教
育
法
に
規
定
す
る
保
護
者
に
準
 
 

じ
て
、
そ
の
施
設
に
入
所
中
又
は
受
託
中
の
児
童
を
就
学
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
 
 

。
 
 

業
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
、
一
時
預
か
り
事
業
及
び
小
規
模
住
居
型
児
 
 

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
、
養
育
支
援
訪
問
事
 
 
 

項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
又
は
里
親
は
、
入
所
中
又
は
受
託
 
 

中
の
児
童
で
親
権
を
行
う
者
又
は
未
成
年
後
見
人
の
あ
る
も
の
に
つ
い
て
も
、
 
 

監
護
、
教
育
及
び
懲
戒
に
関
し
、
そ
の
児
童
の
福
祉
の
た
め
必
要
な
措
置
を
と
 
 

る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

童
養
育
事
業
並
び
に
児
童
福
祉
施
設
の
職
員
そ
の
他
児
童
福
祉
施
設
に
関
し
必
 
 

要
な
事
項
は
、
命
令
で
定
め
る
。
 
 

七
の
三
 
都
道
府
県
が
行
う
児
童
自
立
生
活
援
助
の
実
施
に
要
す
る
費
用
 
 

八
・
九
 
 
（
略
）
 
 
 

そ
の
住
居
に
お
い
て
養
育
を
行
う
第
六
条
の
二
第
八
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
 
 

養
育
支
援
訪
問
事
業
の
実
施
に
要
す
る
費
用
 
 

（
略
）
 
 

（
略
）
 
 

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
の
実
施
に
要
す
る
費
用
 
 

五  一
条
 
次
に
掲
げ
る
費
用
は
、
市
町
村
の
支
弁
と
す
る
。
 
 

（
略
）
 
 

第
五
十
条
 
次
に
掲
げ
る
費
用
は
、
都
道
府
県
の
支
弁
と
す
る
。
 
 

一
～
七
の
二
 
 
（
略
）
 
 

第
四
十
九
条
 
こ
の
法
律
で
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
及
 
 

第
四
十
八
条
 
児
童
養
護
施
設
、
知
的
障
害
児
施
設
、
盲
ろ
う
あ
児
施
設
、
肢
体
 
 
 

不
自
由
児
施
設
、
情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設
及
び
児
童
自
立
支
援
施
設
の
長
 
 
 

並
び
に
里
親
は
、
学
校
教
育
法
に
規
定
す
る
保
護
者
に
準
じ
て
、
そ
の
施
設
に
 
 
 

入
所
中
又
は
受
託
中
の
児
童
を
就
学
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

第
五
十
一
条
 
次
に
掲
げ
る
費
用
は
、
市
町
村
の
支
弁
と
す
る
。
 
 

一
～
五
 
 
（
略
）
 
 

行
う
者
又
は
未
成
年
後
見
人
の
あ
る
も
の
に
つ
い
て
も
、
監
護
、
教
育
及
び
懲
 
 

戒
に
関
し
、
そ
の
児
童
の
福
祉
の
た
め
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

び
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
並
び
に
児
童
福
祉
施
設
の
職
員
そ
の
他
児
童
福
 
 

祉
施
設
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
命
令
で
定
め
る
。
 
 

六
 
 
（
略
）
 
 

廿
 
（
略
）
 
 

八
・
九
 
 
（
略
）
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②
 
第
五
十
条
第
五
号
、
第
六
号
、
第
六
号
の
三
及
び
第
七
号
か
ら
第
七
号
の
三
 
 
 

l
 封

で
に
規
定
す
る
費
用
を
支
弁
し
た
都
道
府
県
又
は
第
五
十
一
条
第
二
号
及
び
 
 
 

第
二
号
に
規
定
す
る
費
用
を
支
弁
し
た
市
町
村
の
長
は
、
本
人
又
は
そ
の
扶
養
 
 
 

義
務
者
か
ら
、
そ
の
負
担
能
力
に
応
じ
、
そ
の
費
用
の
全
部
又
は
一
部
を
徴
収
 
 
 

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

③
～
⑲
 
 
（
略
）
 
 

第
六
十
一
条
の
三
 
第
十
一
条
第
五
項
、
第
十
八
条
の
八
第
四
項
、
第
十
八
条
の
 
 

第
五
十
六
条
 
 
（
略
）
 
 

第
五
十
三
条
 
国
庫
は
、
第
五
十
条
 
（
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
、
第
五
号
の
二
 
 

、
第
六
号
の
二
及
び
第
九
号
を
除
く
。
）
 
及
び
第
五
十
一
条
 
（
第
三
号
及
び
第
 
 

十
五
条
の
五
又
は
第
二
十
七
条
の
四
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
 
 

懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
 
 

十
二
第
一
項
、
第
二
十
一
条
の
十
の
二
第
四
項
、
第
二
十
一
条
の
十
二
、
第
一
 
 

五
号
か
ら
第
九
号
ま
で
を
除
く
。
）
 
に
規
定
す
る
地
方
公
共
団
体
の
支
弁
す
る
 
 

費
用
に
対
し
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
二
分
の
一
を
負
担
 
 

す
る
。
 
 

②
 
第
五
十
条
第
五
号
、
第
六
号
、
第
六
号
の
三
、
第
七
号
及
び
第
七
号
の
二
に
 
 
 

規
定
す
る
費
用
を
支
弁
し
た
都
道
府
県
又
は
第
五
十
一
条
第
二
号
及
び
第
二
号
 
 
 

に
規
定
す
る
費
用
を
支
弁
し
た
市
町
村
の
長
は
、
本
人
又
は
そ
の
扶
養
義
務
者
 
 
 

か
ら
、
そ
の
負
担
能
力
に
応
じ
、
そ
の
費
用
の
全
部
又
は
一
部
を
徴
収
す
る
こ
 
 
 

と
が
で
き
る
。
 
 

③
～
⑩
 
（
略
）
 
 

第
六
十
一
条
の
三
 
第
十
一
条
第
五
項
、
第
十
八
条
の
八
第
四
項
、
第
十
八
条
の
 
 

第
五
十
六
条
 
 
（
略
）
 
 

第
五
十
三
条
 
国
庫
は
、
第
五
十
条
 
（
第
二
号
か
ら
第
三
号
ま
で
、
第
五
号
の
二
 
 

、
第
六
号
の
二
及
び
第
九
号
を
除
く
。
）
 
及
び
第
五
十
一
条
 
（
第
三
号
及
び
第
 
 

十
二
第
一
項
、
第
二
十
t
条
の
十
二
又
は
第
二
十
五
条
の
五
の
規
定
に
違
反
し
 
 

た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
 
 
 

五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
を
除
く
。
）
 
に
規
定
す
る
地
方
公
共
団
体
の
支
弁
す
る
 
 

費
用
に
対
し
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
二
分
の
一
を
負
担
 
 

す
る
。
 
 




